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みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

 

本計画中、「障害者」を「障がい者」に改める。 

本計画中、「災害時要援護者」を「避難行動要支援者」に改める。 

 

みやま市「障がい」

の表記に関する指

針に基づく表記の

修正 

「国民の保護に関

する基本方針」（以

下「国指針」とい

う。）の変更を踏ま

え修正するもの 

みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編 総論 

第１章 市の責務、計画の位置付け、構成等 

３ 用語の意義 

【避難、救援関連】 

用   語       意   義 

要配慮者 
高齢者、障がい者、乳幼児その他の

特に配慮を要する者。 

避難行動要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、又

は災害が発生するおそれがある場

合に自ら避難することが困難な者

であって、その円滑かつ迅速な避難

の確保を図るため特に支援を要す

る者。 

 

 

 

 

 

 

第１編 総論 

第１章 市の責務、計画の位置付け、構成等 

３ 用語の意義 

【避難、救援関連】 

用   語       意   義 

（追加） （追加） 

災害時要援護者 

必要な情報の収集や、安全な場所へ

の避難など災害時の行動について

ハンディを抱えている人々をいい、

寝たきり等の高齢者、障害者（児）、

乳幼児などを指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ追加するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1-



みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

 

 

9 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

【指定地方行政機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

九州防衛局 

１  所管財産（周辺財産）の使用に関

する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調

整 

福岡財務支局 

１  地方公共団体に対する災害融資 

２  金融機関に対する緊急措置の要請 

３  普通財産の無償貸付等 

４  被災施設の復旧事業費の査定の立

会 

【指定公共機関及び指定地方公共機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

郵便事業を営む者 １ 郵便の確保 

（削除） （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

【指定地方行政機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

福岡防衛施設局 

１  所管財産（周辺財産）の使用に関

する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調

整 

九州財務局福岡

財務支局 

１  地方公共団体に対する災害融資 

２  金融機関に対する緊急措置の要請 

３  普通財産の無償貸付等 

４  被災施設の復旧事業費の査定の立

会 

【指定公共機関及び指定地方公共機関】 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

日本郵政公社 １ 郵便の確保 

一般信書便事業者 １ 信書便の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県国民保護計

画（以下「県計画」

という。）の変更を

踏まえ修正するも

の 

 

 

 

 

 

 

国指針及び県計画

を踏まえ修正する

もの 
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（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 市の地理的、社会的特徴 

 （３）気候 

    本市の気候は、年平均１６．６℃と比較的暖かく、夏は

南南西から、冬は北北西から流れる風は年間を通して比較

的穏やかで安定している。降雨量は、年間１５００mm前後

であるが、６、7月ころの梅雨期にはしばしば３００mmを

越す強い雨が降る。また、台風の常襲地域である。 

    降雪は１２月中旬から翌年３月上旬の間にみることが

あるが、積雪１０ｃｍを超えることは稀である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人口分布 

市の人口は、３５，８６１人（令和２年国勢調査）で人

口密度は約３４０人／㎢となっている。国立社会保障・人口

第４章 市の地理的、社会的特徴 

 （３）気候 

    本市の気候は、年平均１６．６℃と比較的暖かく、夏は

南南西から、冬は北北西から流れる風は年間を通して比較

的穏やかで安定している。降雨量は、年間１５００mm前後

であるが、６、7月ころの梅雨期にはしばしば３００mmを

越す強い雨が降る。また、台風の常襲地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人口分布 

市の人口は、４３，３７２人（平成 17 年国勢調査）で人

口密度は約４３5 人／㎢、人口の社会移動が平成 7 年（国勢

 

 

 

 

 

 

 

みやま市地域防災

計画に基づく追加 

 

 

 

時点更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやま市地域防災

計画に基づく追加 
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みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題研究所が発表した「日本の地域別将来推計人口」による

と、令和１２年には令和２年時点から４，９７３人（１３．

９％）減少し、３０，８８８人になると推計されている。令

和１２年の高齢化率は４２．０％と推計され、超高齢社会を

迎えることとなり、現在の年齢別人口で、最も人数の多い団

塊の世代が６５歳以上に達する平成２７年以降に、急激に高

齢者数が増加している。高齢化に加え、少子化による自然減

と、転入者の減少及び転出者の増加による転出超過も重な

り、人口の減少が急速に進行している。 

 

■みやま市の人口ピラミッド（令和７年３月３１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査）から平成 12 年（国勢調査）の値で今後も推移すると

予想した場合、平成 32 年には３５，０００人程度に減少す

ると予測されている。また高齢化も進んでおり、推計によれ

ば高齢化率は平成３２年には３７．５％と、人口の３人に１

人は高齢者という、超高齢化社会を迎えることとなる。 

 

 

 

 

 

みやま市の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 
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（傍線の部分は改正部分） 
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15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■みやま市人口密集地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：みやま市都市計画マスタープラン2025（令和7）年 

 

（５） 道路及び鉄道の位置等 

    道路は、南北に熊本市から佐賀市に至る国道 208 号線、

みやま市から久留米市を結ぶ国道 209 号線があり、東西に

は熊本県氷川町から大川市を結ぶ国道 443 号線がみやま

市の中央を横断している。また東部には、九州縦貫自動車

道路が縦断し、国道 443 号線と接続するみやま柳川 IC が、

西部には地域高規格道路として有明沿岸道路の整備がさ

れている。 

    鉄道網は、九州南北を結ぶ JR 鹿児島本線（瀬高駅、南

瀬高駅、渡瀬駅）と、福岡市と大牟田市を結ぶ西鉄天神大

牟田線（江浦駅、開駅）がある。さらに JR 鹿児島本線と

みやま市人口密集地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 道路及び鉄道の位置等 

    道路は、南北に熊本市から佐賀市に至る国道 208 号線、

みやま市から久留米市を結ぶ国道 209 号線があり、東西に

は熊本県氷川町から大川市を結ぶ国道 443 号線がみやま

市の中央を横断している。また東部には、九州縦貫自動車

道路が縦断し、国道 443 号線と接続する瀬高 IC（仮称）

の整備計画があり、西部には地域高規格道路として有明沿

岸道路の整備が進められている。 

    鉄道網は、九州南北を結ぶ JR 鹿児島本線（瀬高駅、南

瀬高駅、渡瀬駅）と、福岡市と大牟田市を結ぶ西鉄天神大

牟田線（江浦駅、開駅）がある。さらに JR 鹿児島本線と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 
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みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平行して JR 九州新幹線があり、近郊に筑後船小屋駅、新

大牟田駅が整備されている。 

    港湾については、漁港として高田漁港があり、隣接する

大牟田市には三池港がある。 

【交 通 網 概 略 図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平行して九州新幹線の整備が進められており、近郊に船小

屋駅、新大牟田駅（仮称）が予定されている。 

    港湾については、漁港として高田漁港、立石漁港があり、

隣接する大牟田市には三池港がある。 

【交 通 網 概 略 図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 市における組織・体制の整備 

市の各部局における平素の業務 

部 局 名   平  素  の  業  務 

（省略） （省略） 

総務部 

企画部 

・ 国民保護協議会の運営に関する

こと 

・ みやま市国民保護計画に関する

こと 

・ みやま市国民保護対策本部に関

すること 

・ 避難実施要領の作成に関するこ

と 

・ 住民の避難誘導に関すること 

・ 安否情報の収集体制の整備に関

すること 

・ 避難施設の運営体制の整備等に

関すること 

・ 国民保護措置についての訓練に

関すること 

・ 避難施設の運営に関すること 

・ 住民に対する警報の内容の伝達

及び緊急通報の内容の伝達に関

すること 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 市における組織・体制の整備 

市の各部局における平素の業務 

部 局 名   平  素  の  業  務 

（省略） （省略） 

総務部 

 

・ 国民保護協議会の運営に関する

こと 

・ みやま市国民保護計画に関する

こと 

・ みやま市国民保護対策本部に関

すること 

・ 避難実施要領の作成に関するこ

と 

・ 住民の避難誘導に関すること 

・ 安否情報の収集体制の整備に関

すること 

・ 避難施設の運営体制の整備等に

関すること 

・ 国民保護措置についての訓練に

関すること 

・ 避難施設の運営に関すること 

・ 住民に対する警報の内容の伝達

及び緊急通報の内容の伝達に関

すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編による修

正 
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みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

 

 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

 （３）防災行政無線等の整備 

    市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝

達等に必要となる緊急情報ネットワークシステム

（EM-Net）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）、同報系防

災行政無線またはそれと同様なシステムの整備を図る。 

 

３ 安否情報の収集、整理および提供に必要な準備 

 （１）安否情報の種類、収集及び報告の様式 

    市は、避難住民及び武力攻撃災害により負傷し、又は

死亡した住民の安否情報（以下参照）に関して、原則と

して、武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告

の方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必

要な事項を定める省令（平成 17 年総務省令第 44 号。以

下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式第１

号及び様式第２号の安否情報収集様式により収集を行

い、安否情報システムを用いて、県に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

 （３）防災行政無線整備 

    市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝

達等に必要となる同報系防災行政無線またはそれと同様

なシステムの整備を図る。 

 

 

３ 安否情報の収集、整理および提供に必要な準備 

 （１）安否情報の種類、収集及び報告の様式 

    市は、避難住民及び武力攻撃災害により負傷し、又は

死亡した住民の安否情報（以下参照）に関して、武力攻

撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに

安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定

める省令（平成 17 年総務省令第 44 号。以下「安否情報

省令」という。）第１条に規定する様式第１号及び様式第

２号の安否情報収集様式により収集を行い、第２条に規

定する様式第３号の安否情報報告書の様式により、県に

報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ追加するもの 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ追加するもの 
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26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 研修及び訓練 

１ 研修 

（２）職員等の研修機会の確保 

【福岡県の国民保護】 

https://www.bousai.pref.fukuoka.jp/protection/ 

２ 訓練 

（１）市における訓練の実施 

   市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同するなどし

て、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態

等における対処能力の向上を図る。訓練の実施に当たって

は、具体的な事態を想定し、防災訓練のノウハウを活用す

るとともに、県警察、自衛隊等との連携による、ＮＢＣ攻

撃等により発生する武力攻撃災害への対応訓練、広域にわ

たる避難訓練、地下への避難訓練等武力攻撃事態等に特有

な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定で

行うとともに、実際に資機材や様々な情報伝達手段を用い

るなど実践的なものとするよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 研修及び訓練 

１ 研修 

（２）職員等の研修機会の確保 

【福岡県の国民保護】 

https://www.bousai.pref.fukuoka.jp/kokuminhogo/toppage.htm 

２ 訓練 

（１）市における訓練の実施 

   市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同するなどし

て、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態

等における対処能力の向上を図る。訓練の実施に当たって

は、具体的な事態を想定し、防災訓練のノウハウを活用す

るとともに、県警察、自衛隊等との連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

URL 変更のため 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 
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頁 新 旧 修正理由 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素から

の備え 

１ 避難に関する基本的事項 

 （１）基礎的資料の収集 

    （省略） 

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

 （２）隣接する市との連携の確保 

    市は、市の区域を越える避難を行う場合に備えて、平素

から、隣接する市と想定される避難経路や相互の支援の在

り方等について意見交換を行い、また、訓練を行うこと等

により、緊密な連携を確保する。 

 （３）高齢者、障がい者等避難行動要支援者への配慮 

    市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障がい

者等自ら避難することが困難な者の避難について、自然

災害時への対応として作成している避難行動要支援者名

簿を活用しつつ、避難行動要支援者の避難対策を講じる。 

    その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を

中心とした横断的な「避難行動要支援者支援班（仮称）」

を迅速に設置できるよう職員の配置に留意する。 

 

 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素から

の備え 

１ 避難に関する基本的事項 

 （１）基礎的資料の収集 

    （省略） 

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

 （２）隣接する市町村との連携の確保 

    市は、市町村の区域を越える避難を行う場合に備えて、

平素から、隣接する市町村と想定される避難経路や相互の

支援の在り方等について意見交換を行い、また、訓練を行

うこと等により、緊密な連携を確保する。 

 （３）高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 

    市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者

等自ら避難することが困難な者の避難について、災害時

要援護者の避難対策を講じる。 

    その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を

中心とした横断的な「災害時要援護者支援班（仮称）」を

迅速に設置できるよう職員の配置に留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 

 

 

語句の修正 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

（省略） 

〇 災害時要援護者の避難支援プラン 

（省略） 

〇 避難行動要支援者名簿 
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（傍線の部分は改正部分） 
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30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 避難施設の指定への協力 

  市は、県が行う避難施設の指定に際しては、施設の収容人

数、構造、保有設備等の必要な情報を提供するなど県に協力

する。市は、県が指定した避難施設に関する情報を避難施設

データベース等により、県と共有するとともに、県と連携し

て住民に周知する。 

 

６ 生活関連等施設の把握等 

【生活関連等施設の種類及び所管省庁、県関係部局】 

国民保護

法施行令 各号 施設の種類 所管省庁名 県関係部局 

第２７

条 

１号 
発電所、変電

所 

経済産業省（資

源エネルギー

庁） 

－ 

２号 ガス工作物 

経済産業省（資

源エネルギー

庁） 

商工部工業保安課 

３号 

取水施設、貯

水施設、浄水

施設、配水池 

厚生労働省 
県土整備部水資源

対策課水道設備室 

４号 
鉄道施設、軌

道施設 
国土交通省 

企画・地域振興部 

交通政策課 

５号 
電気通信事

業用交換設

備 

総務省 － 

６号 放送用無線

設備 
総務省 － 

５ 避難施設の指定への協力 

  市は、県が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報を

提供するなど県に協力する。市は、県が指定した避難施設に

関する情報を避難施設データベース等により、県と共有する

とともに、県と連携して住民に周知する。 

 

 

６ 生活関連等施設の把握等 

【生活関連等施設の種類及び所管省庁、県関係部局】 

国民保護

法施行令 各号 施設の種類 所管省庁名 県関係部局 

第２７

条 

１号 
発電所、変電

所 
経済産業省 － 

２号 ガス工作物 経済産業省 商工部工業保安課 

３号 

取水施設、貯

水施設、浄水

施設、配水池 

厚生労働省 環境部水道整備室 

４号 
鉄道施設、軌

道施設 
国土交通省 

企画振興部 

交通対策課 

５号 
電気通信事

業用交換設

備 

総務省 － 

６号 放送用無線

設備 
総務省 － 

国指針の変更を踏

まえ追記するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画の変更を踏

まえた修正 
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31 

 

 

 

 

 

 

 

 

７号 
水域施設、係

留施設 
国土交通省 県土整備部港湾課 

８号 

滑走路等、旅

客ターミナ

ル施設、航空

保安施設 

国土交通省 

企画・地域振興部空

港対策局空港事業

課 

 

９号 ダム 
国土交通省 

経済産業省 

県土整備部河川管

理課 

農林水産部農村森

林整備課 

企業局管理課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２８条 

１号 危険物 総務省消防庁 
総務部防災危機管

理局防災企画課 

２号 
毒劇物（毒物

及び劇物取

締法） 

厚生労働省 
保健医療介護部薬

務課 

３号 火薬類 経済産業省 商工部工業保安課 

４号 高圧ガス 経済産業省 商工部工業保安課 

５号 

核燃料物質

（汚染物質

を含む。） 

原子力規制委

員会 

総務部防災危機管

理局防災企画課 

７号 
水域施設、係

留施設 
国土交通省 土木部港湾課 

８号 

滑走路等、旅

客ターミナ

ル施設、航空

保安施設 

国土交通省 

企画振興部空港整

備課 

 

９号 ダム 
国土交通省 

農林水産省 

土木部河川課 

農政部農地計画課 

企業局管理課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２８条 

１号 危険物 総務省消防庁 
防災危機管理局防

災企画課 

２号 
毒劇物（毒物

及び劇物取

締法） 

厚生労働省 保健福祉部薬務課 

３号 火薬類 経済産業省 商工部工業保安課 

４号 高圧ガス 経済産業省 商工部工業保安課 

５号 

核燃料物質

（汚染物質

を含む。） 

文部科学省 

経済産業省 

総務部防災危機管

理局防災企画課 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえた

修正 
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頁 新 旧 修正理由 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６号 核原料物質 

原子力規制委

員会 

 

総務部防災危機管

理局防災企画課 

７号 

放射性同位

元素 

（汚染物

質を含む。） 

原子力規制委

員会  

総務部防災危機管

理局防災企画課 

８号 
毒劇薬（薬

事法） 

厚生労働省 

農林水産省 

保健医療介護部薬

務課 

農林水産部畜産課 

９号 

電気工作物

内の高圧ガ

ス 

経済産業省 商工部工業保安課 

10

号 
生物剤、毒素 

各省庁 

（主務大臣） 

保健医療介護部保

健医療介護総務課 

11

号 
毒性物質 経済産業省 

保健医療介護部保

健医療介護総務課 

 

 

 

 

６号 核原料物質 
文部科学省 

経済産業省 
－ 

７号 

放射性同位

元素 

（汚染物

質を含む。） 

文部科学省  
防災危機管理局防

災企画課 

８号 
毒劇薬（薬

事法） 

厚生労働省 

農林水産省 

保健福祉部薬務課 

農政部畜産課 

９号 

電気工作物

内の高圧ガ

ス 

経済産業省 商工部工業保安課 

10

号 
生物剤、毒素 

各省庁 

（主務大臣） 

保健福祉部保健福

祉課 

11

号 
毒性物質 経済産業省 

保健福祉部保健福

祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえた

修正 
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第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

１ 市における備蓄 

 （１）防災のための備蓄との関係 

    住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材に

ついては、従来の防災のために備えた物資や資材と共通す

るものが多いことから、可能であるものについては、原則

として、国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄と

を相互に兼ねるとともに、武力攻撃事態等において特に必

要となる物資及び資材について、備蓄し、又は特に地下に

所在する避難施設などで、防災のための備蓄が整備されて

いない施設については、近隣の避難施設から必要な物資及

び資材を輸送し、活用を行うことを含め、調達体制を整備

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

１ 市における備蓄 

 （１）防災のための備蓄との関係 

    住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材に

ついては、従来の防災のために備えた物資や資材と共通す

るものが多いことから、可能であるものについては、原則

として、国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄と

を相互に兼ねるとともに、武力攻撃事態等において特に必

要となる物資及び資材について、備蓄し、又は調達体制を

整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえた修正 
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34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第１章 書道連絡体制の迅速な確立及び初動処置 

１ 事態認定前における国民保護警戒本部の設置及び初動措置 

 （１）国民保護警戒本部の設置 

  ア （省略） 

   【国民保護警戒本部の構成】 

    総務部長（本部長）、部長全員、地域・防災課長、建設

課長 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第１章 書道連絡体制の迅速な確立及び初動処置 

１ 事態認定前における国民保護警戒本部の設置及び初動措置 

 （１）国民保護警戒本部の設置 

  ア （省略） 

   【国民保護警戒本部の構成】 

    総務部長（本部長）、部長全員、総務課長、土木課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編による修

正 

 

 

 

 

 

 

組織改編による修

正 
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41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

（３）市対策本部の組織構成及び所掌事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

（３）市対策本部の組織構成及び所掌事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやま市国民保護

対策本部の整理 

 

 

 

組織改編による追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやま市国民保護計画 本編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３ 

市対策本部設置時における市の各部局の業務 

班 名 
武 力 攻 撃 事 態 等 に 

お け る 業 務 

各班共通 （省略） 

総務班 

総務課 

地域・防災課 

秘書広報課 

財政課 

企画振興課 

総合政策課 

契約検査課 

会計課 

統計調査課 

議会事務局 

行政委員会事務局 

（省略） 

（省略） （省略） 

別表３ 

市対策本部設置時における市の各部局の業務 

班 名 
武 力 攻 撃 事 態 等 に 

お け る 業 務 

各班共通 （省略） 

総務班 

総務課 

（追加） 

秘書広報課 

財政課 

企画振興課 

（追加） 

契約検査課 

会計課 

（追加） 

議会事務局 

行政委員会事務局 

（省略） 

（省略） （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

市地域防災計画を

踏まえた修正 
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42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉班 

健康づくり課 

介護支援課 

地域包括支援センター 

福祉課 

子ども子育て課 

子ども家庭センター 

（省略） 

・感染症の予防にかんする

こと 

（省略） 

 

衛生班 

環境政策課 

 

（省略） 

（省略） （省略） 

建設班 

建設課 

都市計画課 

（削除） 

（省略） 

（省略） （省略） 

水道班 

上下水道課 

 （削除） 

（省略） 

 

福祉班 

健康づくり課 

介護支援課 

（追加） 

福祉事務所 

子ども子育て課 

（追加） 

（省略） 

・伝染病の予防にかんする

こと 

（省略） 

 

衛生班 

環境衛生課 

エネルギー政策課 
（省略） 

（省略） （省略） 

建設班 

建設課 

都市計画課 

国土調査課 

（省略） 

（省略） （省略） 

水道班 

上下水道課 

 都市計画課 

（省略） 

 

 

語句の適正化 

 

組織改編による修

正 

 

 

 

 

組織改編による修

正 

 

 

 

 

 

組織改編による修

正 

 

 

 

市地域防災計画を

踏まえた修正 
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（傍線の部分は改正部分） 

 

 

頁 新 旧 修正理由 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）現地調整所の設置 

【現地調整所の組織編制例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）現地調整所の設置 

【現地調整所の組織編制例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句の適正化 
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頁 新 旧 修正理由 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 関係機関相互の連携 

１ 国・県対策本部との連携 

 （２）国・県の現地対策本部との連携 

    市は、国・県の現地対策本部が設置された場合は、連

絡員を派遣すること等により、当該本部と緊密な連携を

図る。また、運営が効率的であると判断される場合には、

必要に応じて、県・国と調整の上、共同で現地対策本部

を設置し、適宜情報交換等を行うとともに、共同で現地

対策本部の運用を行う。 

    また、国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策

協議会を開催する場合には、当該協議会へ参加し、国民

保護措置に関する情報の交換や相互協力に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 関係機関相互の連携 

１ 国・県対策本部との連携 

 （２）国・県の現地対策本部との連携 

    市は、国・県の現地対策本部が設置された場合は、連

絡員を派遣すること等により、当該本部と緊密な連携を

図る。また、運営が効率的であると判断される場合には、

必要に応じて、県・国と調整の上、共同で現地対策本部

を設置し、適宜情報交換等を行うとともに、共同で現地

対策本部の運用を行う。 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ追加するもの 
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50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達内容 

２ 警報の内容の伝達方法 

 （１）警報の内容は、緊急情報ネットワークシステム（Em-net）、

全国瞬時警報システム（J-ALERT）等を活用し、地方公共団体

に伝達される。市長は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）と

連携している情報伝達手段等により、原則として以下の要領

により情報を伝達する。 

 ア （省略） 

 イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認め

られる地域」に市が含まれない場合においては、みやまコ

ミュニティ無線やホームページへの掲載、消防団や自主防

災組織による伝達、自治会等による連絡網等により周知を

図る。なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレン

を使用して住民に周知を図る。 

※ 全国瞬時警報システム（J-ALERT）によって情報が伝達され

なかった場合においては、緊急情報ネットワークシステム

（Em-net）によって伝達された情報をホームページ等に掲載

する等により、周知を図る。 

 （２）（省略） 

 

 （３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障がい

者、外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的

には、避難行動要支援者について、防災・福祉部局との

連携の下で、避難行動要支援者名簿を活用するなど、避

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達内容 

２ 警報の内容の伝達方法 

 （１）警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在

市が保有する伝達手段に基づき、原則として以下の要領によ

り行う。なお、警報の伝達手段の複数化を図るなど、より確

実な伝達について検討する。 

 

 ア （省略） 

 イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認め

られる地域」に市が含まれない場合においては、みやまコ

ミュニティ無線やホームページへの掲載、消防団や自主防

災組織による伝達、自治会等による連絡網等により周知を

図る。なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレン

を使用して住民に周知を図る。 

（追加） 

 

 

 

 （２）（省略） 

 

 （３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、

外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的には、

災害時要援護者について、防災・福祉部局との連携の下

で、避難支援プランを活用するなど、災害時要援護者に

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ追加するもの 
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51 

 

 

 

 

 

54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難行動要支援者に迅速に正しい情報が伝達され、避難な

どに備えられるような体制の整備に努める。 

 （４）～（６）（省略） 

 

第２ 避難住民の誘導等 

２ 避難の方法の基本的考え方 

 （４）避難行動要支援者の避難 

    避難行動要支援者の避難について、まず、家族や市職員、

消防職員、消防団員、福祉関係者、自主防災組織、近隣の

住民などの避難支援者は、避難行動要支援者を要避難地域

の集合場所に自家用車等により移動させる。 

    次に、集合場所において市が事前に把握している避難行

動要支援者の状況に応じて、以下の方法のいずれかによ

り、避難先地域の避難施設に移動させる。 

    ・バス等に乗り換えて避難先地域の避難施設に移動させ

る。 

    ・そのまま自家用車等により避難先地域の避難施設に移

動させる。 

    この場合、要避難地域の集合場所及び避難施設において

行う避難行動要支援者の避難の確認に特に留意する必要

がある。 

    その他、内閣府が作成する「避難行動要支援者の避難行

動支援に関する取組方針」を参考に行うこととする。 

 

 

迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えられるよ

うな体制の整備に努める。 

 （４）～（６）（省略） 

 

第２ 避難住民の誘導等 

２ 避難の方法の基本的考え方 

 （４）災害時要援護者の避難 

    災害時要援護者の避難について、まず、家族や市職員、

消防職員、消防団員、福祉関係者、自主防災組織、近隣の

住民などの避難支援者は、災害時要援護者を要避難地域の

集合場所に自家用車等により移動させる。 

    次に、集合場所において市が事前に把握している災害時

要援護者の状況に応じて、以下の方法のいずれかにより、

避難先地域の避難施設に移動させる。 

    ・バス等に乗り換えて避難先地域の避難施設に移動させ

る。 

    ・そのまま自家用車等により避難先地域の避難施設に移

動させる。 

    この場合、要避難地域の集合場所及び避難施設において

行う災害時要援護者の避難の確認に特に留意する必要が

ある。 

    その他、市が作成する「災害時要援護者支援対策マニュ

アル」を参考に行う。 
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55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 各事態での避難の指示の考え方  

（弾道ミサイル攻撃の場合） 

ア （省略） 

イ （省略） 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 

 （ア）（省略） 

 （イ）実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長

がその都度警報を発令 

※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事

前に察知した場合でも、発射された段階で攻撃目

標を特定することは極めて困難であり、また、弾

道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意図

等により攻撃目標は変化するとともに、その保有

する弾道ミサイルの精度により、実際の着弾地点

は変わってくる。 

  このため、市は、弾道ミサイル発射時に住民が

適切な行動をとることができるよう、全国瞬時警

報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達及

び弾道ミサイル落下時の行動について平素から周

知に努めるとともに、弾道ミサイルが発射された

場合には、すべての市町村に着弾の可能性があり

得るものとして、対応を考える必要がある。 

       また、急襲的に航空攻撃が行われる場合につい

ても、弾道ミサイルの場合と同様の対応をとる。 

 

４ 各事態での避難の指示の考え方  

（弾道ミサイル攻撃の場合） 

ア （省略） 

イ （省略） 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 

 （ア）（省略） 

 （イ）実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長

がその都度警報を発令 

     ※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前

に察知した場合でも、発射された段階で攻撃目標を

特定することは極めて困難である。 

       このため、弾道ミサイルの主体（国又は国に準じ

る者）の意図等により攻撃目標は変化するととも

に、その保有する弾道ミサイルの精度により、実際

の着弾地点は変わってくる。 

       このため、すべての市町村に着弾の可能性があり

得るものとして、対応を考える必要がある。 

      また、急襲的に航空攻撃が行われる場合について

も、弾道ミサイルの場合と同様の対応をとる。 
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59 

 

 

 

 

 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 避難実施要領の作成  

（１） （省略） 

（２） （省略） 

（３）避難実施要領の作成の際における考慮事項 

   ア～オ （省略） 

カ 避難行動要支援者の避難方法の決定（避難行動要支援

者名簿の活用、避難行動要支援者支援班の設置） 

キ～コ （省略） 

 

６ 避難住民の誘導 

 （１）～（３） （省略） 

 （４）自主防災組織等に対する協力の要請 

    市長は、避難住民の誘導に当たっては、自主防災組織や

行政区長等の地域においてリーダーとなる住民に対して、

避難住民の誘導に必要な援助について、協力を要請する。 

 （５） （省略） 

（６）大規模集客施設等における避難 

    市は、大規模集客施設や旅客輸送関連施設の施設管理

者等と連携し、施設の特性に応じ、当該施設等に滞在す

る者等についても、避難等の国民保護措置が円滑に実施

できるよう必要な対策をとる。 

（７）高齢者、障がい者等への配慮  

市長は、高齢者、障がい者等の避難を万全に行うため、

避難行動要支援者支援班を設置し、社会福祉協議会、民

生委員、介護保険制度関係者、障がい者団体等および自

５ 避難実施要領の作成  

（１） （省略） 

（２） （省略） 

（３）避難実施要領の作成の際における考慮事項 

   ア～オ （省略） 

   カ 要援護者の避難方法の決定（避難支援プラン、災害時

要援護者支援班の設置） 

キ～コ （省略） 

 

６ 避難住民の誘導 

 （１）～（３） （省略） 

 （４）自主防災組織等に対する協力の要請 

    市長は、避難住民の誘導に当たっては、自主防災組織や

自治会長等の地域においてリーダーとなる住民に対して、

避難住民の誘導に必要な援助について、協力を要請する。 

 （５） （省略） 

 （追加） 

 

 

 

 

 （６）高齢者、障害者等への配慮  

    市長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、

対策本部に専門の組織を設けるとともに、社会福祉協議

会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等およ

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 

 

 

 

 

 

 

市の実情に合わせ

た修正 
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61 

 

 

 

 

62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治会・自主防災組織等と協力して、避難行動要支援者へ

の連絡、運送手段の確保を的確に行う。この際、自治会

等と社会福祉協議会・民生委員との協議を実施し、双方

の役割を十分検討した上で、避難行動要支援者名簿を活

用しながら、迅速かつ的確に対応を行う。 

    （ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局

地的、限定的なものにとどまることも多いことから、時間

的余裕がなく、移動により攻撃に巻き込まれる可能性が高

い場合は、屋内への避難(または屋内に留まること)を現実

的な避難方法として検討せざるを得ない場合もあり得

る。） 

 

 

（８）残留者等への対応  

   （省略） 

 （９）避難所等における安全確保等 

   （省略） 

 （10）動物の保護等に関する配慮 

   （省略） 

（11）通行禁止措置の周知 

   （省略） 

（12）県に対する要請等  

   （省略） 

 （13）避難住民の運送の求め等 

   （省略） 

び自治会・自主防災組織等と協力して、災害時要援護者

への連絡、運送手段の確保を的確に行う。この際、自治

会等と社会福祉協議会・民生委員との協議を実施し、双

方の役割を十分検討した上で、避難支援プランを事前に

作成しておき、当該プランを活用することにより、迅速

かつ的確に対応を行う。 

    （ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が

局地的、限定的なものにとどまることも多いことから、

時間的余裕がなく、移動により攻撃に巻き込まれる可能

性が高い場合は、屋内への避難(または屋内に留まるこ

と)を現実的な避難方法として検討せざるを得ない場合

もあり得る。） 

 

（７）残留者等への対応  

   （省略） 

 （８）避難所等における安全確保等 

   （省略） 

 （９）動物の保護等に関する配慮 

   （省略） 

（10）通行禁止措置の周知 

   （省略） 

（11）県に対する要請等  

   （省略） 

 （12）避難住民の運送の求め等 

    （省略） 
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62 

 

 

 

 

 

 

65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14）避難住民の復帰のための措置 

   （省略） 

 

 

 

第５章 救援 

３ 救援の内容 

（１）救援の基準等 

市長は、事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律による救

援の程度及び方法の基準」（平成 25年内閣府省告示第 229

号。以下「救援の程度及び基準」という。）及び県国民保

護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切

な実施が困難であると判断する場合には、知事に対し、

内閣総理大臣に特別な基準の設定についての意見を申し

出るよう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）避難住民の復帰のための措置 

    （省略） 

 

 

 

第５章 救援 

３ 救援の内容 

（１）救援の基準等 

    市長は、事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律による救

援の程度及び方法の基準」（平成 16 年厚生労働省告示第

343 号。以下「救援の程度及び基準」という。）及び県国

民保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

    市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切

な実施が困難であると判断する場合には、知事に対し、厚

生労働大臣に特別な基準の設定についての意見を申し出

るよう要請する。 
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67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 安否情報の収集・提供 

２ 県に対する報告 

  市長は、知事への報告に当たっては、原則として、安否情

報システムを使用する。システムが使用できない場合は、安

否情報省令第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載し

た書面（電磁的記録を含む。）を、電子メールで県に送付する。

ただし、事態が急迫してこれらの方法によることができない

場合は、口頭や電話などでの報告を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 安否情報の収集・提供 

２ 県に対する報告 

  市長は、知事への報告に当たっては、原則として、安否情報

省令第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面

（電磁的記録を含む。）を、電子メールで県に送付する。ただ

し、事態が急迫してこれらの方法によることができない場合

は、口頭や電話などでの報告を行う。 
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75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 武力攻撃災害への対処 

第４ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

等 

１ 武力攻撃原子力災害への対処 

 （１）福岡県地域防災計画（原子力災害対策編）等に定めら

れた内容等の実施 

   市は、国民保護法その他の法律の規定に基づく武力攻

撃原子力災害への対処に関する措置の実施に当たって

は、原則として、福岡県地域防災計画（原子力災害対策

編）等に定められた内容に準じた措置を講ずる。 

 （２）放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及

び公示等 

ア 市長は、放射性物質等の放出又は放出のおそれに関

する通報を放射性物質を管理する者（以下「放射性物

質管理者」という。）から受けたとき又は内閣総理大臣

及び原子力規制委員会（事業所外運搬に起因する場合

にあっては、内閣総理大臣、原子力規制委員会及び国

土交通大臣。以下同じ。）若しくは知事から通知を受け

たときは、あらかじめ定める連絡方法により、区域を

所轄する消防機関に連絡する。 

イ 市長は、消防機関等からの連絡により、放射性物質

等の放出又は放出のおそれがあるとの情報を放射性物

質管理者、内閣総理大臣、原子力規制委員会又は県よ

り先に把握した場合には、直ちに放射性物質管理者に

その内容を確認するとともに、その旨を内閣総理大臣

第７章 武力攻撃災害への対処 

第４ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処

等 

１ 武力攻撃原子力災害への対処 

 （１）福岡県地域防災計画（放射線災害対策編）等に定められ

た内容等の実施 

    市は、国民保護法その他の法律の規定に基づく武力攻撃

原子力災害への対処に関する措置の実施に当たっては、原

則として、福岡県地域防災計画（放射線災害対策編）等に

定められた内容に準じた措置を講ずる。 

 （２）放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及

び公示等 

   ア 市長は、放射性物質等の放出又は放出のおそれに関す

る通報を放射性物質を管理する者（以下「放射性物質管

理者」という。）から受けたとき又は指定行政機関の長

若しくは知事から通知を受けたときは、あらかじめ定め

る連絡方法により、区域を所轄する消防機関に連絡す

る。 

 

 

   イ 市長は、消防機関等からの連絡により、放射性物質等

の放出又は放出のおそれがあるとの情報を放射性物質

管理者、指定行政機関又は県より先に把握した場合に

は、直ちに放射性物質管理者にその内容を確認するとと

もに、その旨を関係する指定行政機関の長及び知事に通

 

 

 

 

福岡県地域防災計

画の変更を踏まえ

修正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 

 

 

 

 

 

 

国指針の変更を踏

まえ修正するもの 
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頁 新 旧 修正理由 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及び原子力規制委員会並びに知事に通報する。 

ウ （省略） 

エ （省略） 

（３）モニタリングの実施 

    市によるモニタリングの実施については、状況に応じ、

福岡県地域防災計画（原子力災害対策編）等に定められ

た措置に準じた措置を講ずる。 

（４）住民の避難誘導 

 （省略） 

（５）国への措置命令の要請等 

   （省略） 

（６）安定ヨウ素剤の服用 

   市長は、安定ヨウ素剤の予防服用の実施等については、

福岡県地域防災計画（原子力災害対策編）等に定められ

た措置に準じた措置を講ずる。 

 

  

 

 

（７）職員の安全の確保 

   （省略） 

 （８）避難退域時検査及び簡易除染の実施 

    市長は、避難の際の住民等に対する避難退域時検査及び

簡易除染の実施については、福岡県地域防災計画（原子力

災害対策編）等に定められた措置に準じた措置を講ずる。 

報する。 

ウ （省略） 

エ （省略） 

 （追加） 

 

 

 

 （３）住民の避難誘導 

    （省略） 

 （４）国への措置命令の要請等 

    （省略） 

 （５）安定ヨウ素剤の配布 

    市長は、安定ヨウ素剤の予防服用に係る防護対策の指標

を超える放射性ヨウ素の放出又はそのおそれがある場合

には、国対策本部長による服用時機の指示に基づき、県や

その他の関係機関と協力して住民に安定ヨウ素剤を配布

し、服用を指示するほか、事態の状況により、その判断に

基づき服用すべき時機の指示その他の必要な措置を講ず

る。 

 （６）職員の安全の確保 

    （省略） 

 （追加） 

 

 

 

 

 

 

国指針及び福岡県

地域防災計画の変

更を踏まえ修正す

るもの 

追加による番号の

変更 

 

 

 

国指針及び福岡県

地域防災計画の変

更を踏まえ修正す

るもの 

 

 

 

 

 

国指針及び福岡県

地域防災計画の変

更を踏まえ修正す

るもの 
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頁 新 旧 修正理由 

76  （９）飲食物の摂取制限等 

    市長は、必要に応じ、飲食物の摂取制限等の措置につ

いては、福岡県地域防災計画（原子力災害対策編）等に

定められた措置に準じた措置を講ずる。 

 

 

 （追加） 

 

 

 

 

 

 

国指針及び福岡県

地域防災計画の変

更を踏まえ修正す

るもの 
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89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 関係機関の窓口 

（１）国の関係先機関 

（自衛隊） 

 

（指定行政機関） 

名   称 担  当  部  署 所   在   地 

内閣府 大臣官房総務課 
東京都千代田区永田町

１－６－１ 

国家公安委員会 連絡先は警察庁と同様 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

警察庁 警備局警備企画課 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

金融庁 総務企画局政策課 
東京都千代田区霞が関

3-1-1 

総務省 大臣官房総務課 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

部隊等の長及び窓口 区  分 所   在   地 

西部方面総監部防衛部 陸上自衛隊 
熊本県熊本市東町１－１－

１ 

佐世保地方総監部防衛部 海上自衛隊 
長崎県佐世保市平瀬町 18

番地 

西部航空方面隊司令部防衛部 航空自衛隊 春日市原町３－１－１ 

第４師団司令部第３部 陸上自衛隊 春日市大和町５－１２ 

１ 関係機関の窓口 

（１）国の関係先機関 

（自衛隊） 

 

（指定行政機関） 

名   称 担  当  部  署 所   在   地 

内閣府 大臣官房総務課 
東京都千代田区霞ヶ関

３－１－１ 

国家公安委員会 連絡先は警察庁と同様 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

警察庁 警備局警備企画課 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

金融庁 総務企画局政策課 
東京都千代田区霞が関

3-1-1 

総務省 大臣官房総務課 
東京都千代田区霞が関

2-1-2 

部隊等の長及び窓口 区  分 所   在   地 

西部方面総監部防衛部 陸上自衛隊 
熊本県熊本市東町１－１－

１ 

佐世保地方総監部防衛部 海上自衛隊 
長崎県佐世保市平瀬町無

番地 

西部航空方面隊司令部防衛部 航空自衛隊 春日市原町３－１－１ 

第４師団司令部第３部 陸上自衛隊 春日市大和町５－１２ 

 

 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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頁 新 旧 修正理由 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防庁 
国民保護・防災部防災

課国民保護室 

東京都千代田区霞が関

2-1-2 

法務省 大臣官房秘書課広報室 
東京都千代田区霞が関

1-1-1 

公安調査庁 総務部総務課 
東京都千代田区霞が関

1-1-1 

外務省 
総合外交政策局人権人

道課 

東京都千代田区霞が関

2-2-1 

 
大臣官房総務課危機管

理調整室 

東京都千代田区霞が関

2-2-1 

財務省 
大臣官房総合政策課政

策推進室 

東京都千代田区霞が関

3-1-1 

国税庁 長官官房総務課 
東京都千代田区霞が関

3-1-1 

文部科学省 
大臣官房総務課法令審
議室 

東京都千代田区霞が関

3-2-2 

スポーツ庁 政策課 
東京都千代田区霞が関

3-2-2 

文化庁 長官官房政策課 
東京都千代田区霞が関

3-2-2 

厚生労働省 

大臣官房厚生科学課健

康危機管理・災害対策

室 

東京都千代田区霞が関

1-2-2 

消防庁 
国民保護・防災部防災

課国民保護室 

東京都千代田区霞が関

2-1-2 

法務省 大臣官房秘書課広報室 
東京都千代田区霞が関

1-1-1 

公安調査庁 総務部総務課 
東京都千代田区霞が関

1-1-1 

外務省 
大臣官房総務課危機管

理調整室 

東京都千代田区霞が関

2-2-1 

 
大臣官房総務課危機管

理調整室 

東京都千代田区霞が関

2-2-1 

財務省 
大臣官房総合政策課企

画官室 

東京都千代田区霞が関

3-1-1 

国税庁 長官官房総務課 
東京都千代田区霞が関

3-1-1 

文部科学省 
大臣官房総務課文教施
設企画部施設企画課防
災推進室 

東京都千代田区丸の内

2-5-1 

（追加） （追加） （追加） 

文化庁 
連絡先は文部科学省と

同様 

東京都千代田区丸の内

2-5-1 

厚生労働省 
社会・援護局総務課災

害救助・救援対策室 

東京都千代田区霞が関

1-2-2 

 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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89 

 

 

 

 

90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省 
大臣官房文書課災害総

合対策室 

東京都千代田区霞が関

1-2-1 

林野庁 
連絡先は農林水産省と

同様 

東京都千代田区霞が関

1-2-1 

水産庁 
連絡先は農林水産省と

同様 

東京都千代田区霞が関

1-2-1 

経済産業省 大臣官房総務課 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

資源エネルギー庁 総合政策課 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

中小企業庁 
事業環境部経営安定対

策室 

東京都千代田区霞が関

1-3-1 

原子力規制庁 
原子力災害対策・核物

質防護課 

東京都千代田区霞が関

1-3-1 

国土交通省 大臣官房危機管理室 
東京都千代田区霞が関

2-1-3 

国土地理院 総務部総務課 茨城県つくば市北郷 1 

観光庁 総務課 
東京都千代田区霞が関

2-1-3 

気象庁 総務部総務課 
東京都千代田区大手町

1-3-4 

海上保安庁 
総務部国際・危機管理

官 

東京都千代田区霞が関

2-1-3 

環境省 大臣官房総務課危機管東京都千代田区霞が関

農林水産省 総合食料局食料企画課 
東京都千代田区霞が関

1-2-1 

林野庁 
連絡先は農林水産省と

同様 

東京都千代田区霞が関

1-2-1 

水産庁 
連絡先は農林水産省と

同様 

東京都千代田区霞が関

1-2-1 

経済産業省 大臣官房総務課 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

資源エネルギー庁 総合政策課 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

中小企業庁 長官官房官房参事官室 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

原子力保安院 企画調整課 
東京都千代田区霞が関

1-3-1 

国土交通省 危機管理室 
東京都千代田区霞が関

2-1-3 

国土地理院 総務部総務課 茨城県つくば市北郷 1 

（追加） （追加） （追加） 

気象庁 総務部総務課 
東京都千代田区大手町

1-3-4 

海上保安庁 
総務部国際・危機管理

官 

東京都千代田区霞が関

2-1-3 

環境省 大臣官房総務課危機管東京都千代田区霞が関

県計画を踏まえ修

正するもの 
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90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理室 1-2-2 

防衛省 総合幕僚監部参事官付 
東京都新宿区市谷本村

町 5-1 

防衛装備庁 長官官房総務官付 
東京都新宿区市谷本村

町 5-1 

 

（指定地方行政機関） 

名   称 担 当 部 署 所   在   地 

九州管区警察
局 

広域調整部広域
調整第二課 

福岡市博多区東公園７番７号 

九州防衛局 
企画部地方調整
課 

福岡市博多区博多駅東 2 丁目 10
－7（福岡第 2合同庁舎） 

九州総合通信
局 

総務課 
熊本県熊本市西区春日 2 丁目 10
番 1号（熊本地方合同庁舎） 

九州財務局 総務部総務課 
熊本県熊本市西区春日 2 丁目 10
番 1号 

福岡財務支局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２－１１
－１ 福岡合同庁舎 

門司税関 
総務部総務課総
務第一係 

北九州市門司区西海岸 1-3-10
（門司港湾合同庁舎） 

（削除） （削除） （削除） 

九州厚生局 総務課 福岡市博多区博多駅前 3-2-8  

福岡労働局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２丁目１
１番１号 福岡合同庁舎                             

九州農政局 企画調整室 
熊本県熊本市西区春日 2 丁目 10
番 1号（熊本地方合同庁舎） 

九州森林管理
局 

企画調整課 熊本県熊本市京町本丁２－７ 

理室 1-2-2 

防衛省 運用企画局事態対処課 
東京都新宿区市谷本村

町 5-1 

防衛施設庁 総務部総務課企画室 
東京都新宿区市谷本村

町 5-1 

 

（指定地方行政機関） 

名   称 担 当 部 署 所   在   地 

九州管区警察
局 

広域調整部広域
調整第二課 

福岡市博多区東公園７番７号 

福岡防衛施設
局 

総務部総務課 
福岡市博多区博多駅東 2 丁目 10
－7（福岡第 2合同庁舎） 

九州総合通信
局 

総務課 
熊本県熊本市二の丸１－４ 熊
本合同庁舎２号館 

九州財務局 総務部総務課 熊本県熊本市二の丸１番２号 

福岡財務支局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２－１１
－１ 福岡合同庁舎 

門司税関 
総務部総務課総
務第一係 

北九州市門司区西海岸 1-3-10
（門司港湾合同庁舎） 

原子力事務所 
研究開発局開発
企画課立地地域
対策室 

東京都千代田区丸の内 2-5-1 

九州厚生局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２－１０
－７福岡第２合同庁舎２階 

福岡労働局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２丁目１
１番１号 福岡合同庁舎                             

九州農政局 企画調整室 
熊本県熊本市二の丸１－２熊本
合同庁舎 

九州森林管理
局 

企画調整室 熊本県熊本市京町本丁２－７ 

県計画の変更を踏

まえ修正するもの 
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91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州経済産業
局 

総務企画部総務
課 

福岡市博多区博多駅東２丁目１
１－１ 福岡合同庁舎本館 

九州産業保安
監督部 

管理課 
福岡市博多区博多駅東 2 丁目
11-1福岡合同庁舎本館 

九州地方整備
局 

企画部防災課 
福岡市博多区博多駅東２－１０-
７ 

九州運輸局 
総 務 部 安 全 防
災・危機管理調整
官 

福岡市博多区博多駅東 2-11-1
（福岡合同庁舎新館） 

大阪航空局 
総 務 部 安 全 企
画・保安対策課 

大阪府大阪市中央区大手前４丁
目１番７６号（大阪合同庁舎第四
号館） 

  
福岡航空交通管
制部総務課 

福岡市東区大字奈多字小瀬抜１
３０２－１７ 

福岡管区気象
台 

総務部業務課 福岡市中央区大濠 1-2-36 

第七管区海上
保安本部 

総務部総務課 
北九州市門司区西海岸１－３－
１０ 

九州地方環境
事務所 

総務課 熊本県熊本市尾ﾉ上 1-6-22 

 

（２）関係指定公共機関 

所管省庁 名    称 担当部署 所   在   地 

国土交通省 
国立研究開発法
人会場・港湾・航
空技術研究所 

経営戦略室 
東京都三鷹市新
川６－３８－１ 

海上保安庁 
一般財団法人海
上災害防止セン
ター 

総務部総務課 

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
３－３－１  三菱
重工横浜ビル 

国土交通省 
国立研究開発法
人建築研究所 

企画部企画調査
課 

茨城県つくば市
立原１番地 

九州経済産業
局 

総務企画部総務
課 

福岡市博多区博多駅東２丁目１
１－１ 福岡第一合同庁舎 

九州産業保安
監督部 

管理課 
福岡市博多区博多駅東 2 丁目
11-1福岡第 1合同庁舎 8階 

九州地方整備
局 

企画部防災課 
福岡市博多区博多駅東２－１０-
７ 

九州運輸局 総務部総務課 福岡市博多区博多駅東 2-10-7 

大阪航空局 
総務部航空保安
対策課 

大阪府大阪市中央区大手前４丁
目１番７６号 

  
福岡航空交通管
制部総務課 

福岡市東区大字奈多字小瀬抜１
３０２－１７ 

福岡管区気象
台 

総務部総務課 福岡市中央区大濠 1-2-36 

第七管区海上
保安本部 

総務部総務課 
北九州市門司区西海岸１－３－
１０ 

九州地方環境
事務所 

総務課 熊本県熊本市尾ﾉ上 1-6-22 

 

（２）指定公共機関 

所管省庁 名    称 担当部署 所   在   地 

国土交通省 
独立行政法人海
上技術安全研究
所 

企画部企画課 東京都三鷹市新
川６－３８－１ 

海上保安庁 
独立行政法人海
上災害防止セン
ター 

総務部総務課 

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
３－３－１  三菱
重工横浜ビル 

国土交通省 
国立研究開発独
立行政法人建築
研究所 

企画部企画調査
課 

茨城県つくば市
立原１番地 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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（削除） （削除） （削除） （削除） 

国土交通省 
国立研究開発法
人海上・港湾・航
空技術研究所 

経営戦略室 
東京都三鷹市新
川６－３８－１ 

厚生労働省 
独立行政法人国
立病院機構 

本部総務部総務
課 

東京都目黒区東
が丘２－５－２１ 

経済産業省 
国立研究開発法
人産業技術総合
研究所 

企画本部 
東京都千代田区
霞が関 1-3-1 

経済産業省 
独立行政法人情
報処理推進機構 

セキュリティセン
ター 

東京都文京区本
駒込２－２８－８ 

総務省 
国立研究開発情
報通信研究機構 

経営企画部企画
戦略室 

東京都小金井市
貫井北町 4-2-1 

農林水産省 
国立研究開発法
人森林総合研究
所 

総務部総務課 
茨城県つくば市
松の里１ 

農林水産省 
国立研究開発法
人水産研究・教育
機構 

経営企画部経営
企画課 

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
２－３－３クイーン
ズタワーＢ １５Ｆ 

国土交通省 
国立研究開発法
人土木研究所 

企画部研究企画
課 

茨城県つくば市
南原１－６ 

文部科学省 
国立研究開発法
人日本原子力研
究開発機構 

安全研究・防災支
援部門原子力緊
急時支援・研修セ
ンター 

茨城県ひたちな
か市西十三奉行
11601-13 

国土交通省 
独立行政法人日
本高速道路保有・
債務返済機構 

総務部管理課 

神奈川県横浜市
西区高島一丁目
１番２号横浜三井
ビルディング５階 

農林水産省 

国立研究開発法
人農業・食品産業
技術総合研究機
構 

企画調整部企画
調整室 

茨城県つくば市
観音台３－１－１ 

経済産業省 
独立行政法人原
子力安全基盤機
構 

防災支援部計画 
グループ 

東京都港区虎ノ
門３丁目１７－１ 

国土交通省 
独立行政法人港
湾・空港技術研究
所 

企画管理部企画
課 

 神奈川県横須賀
市長瀬 3-1-1 

厚生労働省 独立行政法人国
立病院機構 

本部総務部総務
課 

東京都目黒区東
が丘２－５－２１ 

経済産業省 
独立行政法人産
業技術総合研究
所 

企画本部 東京都千代田区
霞が関 1-3-1 

経済産業省 独立行政法人情
報処理推進機構 

セキュリティセン
ター 

東京都文京区本
駒込２－２８－８ 

総務省 
独立行政情報通
信研究機構 

総合企画部企画
戦略室 

東京都小金井市
貫井北町 4-2-1 

農林水産省 独立行政法人森
林総合研究所 総務部総務課 茨城県つくば市

松の里１ 

農林水産省 
独立行政法人水
産総合研究セン
ター 

総務部庶務課 

神奈川県横浜市
西区みなとみらい
２－３－３クイーン
ズタワーＢ １５Ｆ 

国土交通省 
独立行政法人土
木研究所 

企画部研究企画
課 

茨城県つくば市
南原１－６ 

文部科学省 
独立行政法人日
本原子力研究開
発機構 

 研究開発局原子
力研究開発課 

東京都千代田区
丸の内 2-5-1 

国土交通省 
独立行政法人日
本高速道路保有・
債務返済機構 

総務部管理課 
東京都港区西新
橋二丁目 8 番 6
号 

農林水産省 
独立行政法人農
業・食品産業技術
総合研究機構 

総合企画調整部
企画調整室 

茨城県つくば市
観音台３－１－１ 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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文部科学省 
国立研究開発法
人量子科学技術
研究開発機構 

放射線緊急時支
援センター 

千葉県千葉市稲
毛区穴川 4-9-1 

国土交通省 独立行政法人水
資源機構 

総務部総務課 
埼玉県さいたま
市中央区新都心
１１－２ 

財務省 日本銀行 決済機構局業務
継続企画課 

東京都中央区日
本橋本石町２－１
－１ 

厚生労働省 日本赤十字社 救護・福祉部救護
課 

東京都港区芝大
門１－１－３ 

総務省 日本放送協会  報道局災害・気象
センター 

東京都渋谷区神
南 2-2-1 

経済産業省 
広域的運営推進
機関 

総務部業務グル
ープ 

東京都光徳豊洲
6-2-15 

総務省 
日本郵便株式会
社 

総務部リスク管理
統括・危機管理・
震災復興対策室 

東京都千代田区
霞が関 1-3-2 

国土交通省 
西日本高速道路
株式会社 

保全サービス事
業本部危機管理
防災課 

大阪府大阪市北
区 堂 島 1-6-20 
堂島アバンザ 

国土交通省 
九州旅客鉄道株
式会社 

総務部総務課 
福岡市博多区博
多駅前 3 丁目 25
番 21号 

国土交通省 
日本貨物鉄道株
式会社 

総務部 
東京都千代田区
飯田橋 3 丁目 13
番 1号 

総務省 
日本電信電話株
式会社 

技術企画部門災
害対策室 

東京都千代田区
大手町 1-5-1ファ
ーストスクエアイ
ースト 20階 

総務省 
西日本電信電話
株式会社 

設備本部サービ
スマネジメント部
災害対策室 

大阪府大阪市中
央区馬場町 3-8
馬場町ビル７階 

経済産業省 
九州電力株式会
社 

地域共生本部防
災グループ 

福岡市中央区渡
辺通２－１－８２ 

文部科学省 
独立行政法人放
射線医学総合研
究所 

研究振興局研究
振興戦略官付 

東京都千代田区
丸の内 2-5-1 

国土交通省 
独立行政法人水
資源機構 

総務部総務課 
埼玉県さいたま
市中央区新都心
１１－２ 

金融庁 日本銀行 
決済機構局業務
継続計画担当 

東京都中央区日
本橋本石町２－１
－１ 

厚生労働省 日本赤十字社 
救護・福祉部救護
課 

東京都港区芝大
門１－１－３ 

総務省 日本放送協会  
報道局気象・災害
センター 

東京都渋谷区神
南 2-2-1 

（追加） （追加） （追加） （追加） 

総務省 日本郵政公社 本社ＣＳＲ室 
東京都千代田区
霞が関 1-3-2 

国土交通省 
西日本高速道路
株式会社 

管理事業本部管
理事業統括チー
ム 

大阪府大阪市北
区 堂 島 1-6-20 
堂島アバンザ 

国土交通省 
九州旅客鉄道株
式会社 

総務部総務課 
福岡市博多区博
多駅前 3 丁目 25
番 21号 

国土交通省 
日本貨物鉄道株
式会社 

総務部総務グル
ープ 

東京都千代田区
飯田橋 3 丁目 13
番 1号 

総務省 
日本電信電話株
式会社 

第二部門 災害対
策室 

東京都千代田区
大手町２－３－１ 
逓信ビル７Ｆ 

総務省 
西日本電信電話
株式会社 

基盤サービス部
災害対策室 

大阪府大阪市中
央区馬場町 3-15  

経済産業省 
九州電力株式会
社 

総務部 管理グル
ープ 

福岡市中央区渡
辺通２－１－８２ 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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経済産業省 
電源開発株式会
社 

総務部総務・法務
室（危機管理・防
災） 

東京都中央区銀
座 6-15-1 

経済産業省 
西部瓦斯株式会
社 

総務広報部 
福岡市博多区千
代１－１７－１ 

国土交通省 
オーシャントラン
ス株式会社 

新門司ターミナル 
北九州市門司区
新門司北 1-12 

国土交通省 
株式会社名門大
洋フェリー 

常務執行役員営
業統括部長 

大阪府大阪市西
区江戸堀１－９－
６ 

国土交通省 
阪九フェリー株式
会社 

常務取締役 
北九州市門司区
新門司北１－１ 

国土交通省 
JR 九州バス株式
会社 

企画部 
福岡市博多区堅
粕 2-22-2 

国土交通省 
佐川急便株式会
社 

CSR推進部 
京都府京都市南
区上鳥羽角田町
６８番地 

国土交通省 
西濃運輸株式会
社 

総務室 
岐阜県大垣市田
口町１番地 

国土交通省 
日本通運株式会
社 

業務部 
東京都港区東新
橋１丁目９番３４
号 

国土交通省 
福山通運株式会
社 

業務部（東京） 
東京都江東区越
中島３－６－１５ 

国土交通省 
ヤマト運輸株式
会社 

CSR推進部 
東京都中央区銀
座２丁目１６番１０
号 

国土交通省 
ANAウイングス株
式会社 

ANA 福岡支店総
務課 

福岡市中央区天
神１－１２－１４ 
紙与渡辺ビル 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

（追加） （追加） （追加） （追加） 

経済産業省 
西部瓦斯株式会
社 

総務広報部 
福岡市博多区千
代１－１７－１ 

国土交通省 
オーシャン東九フ
ェリー株式会社 

取締役 
東京都中央区築
地２－１１－９ 

国土交通省 
株式会社名門大
洋フェリー 

専務取締役企画
管理部長 

大阪府大阪市西
区江戸堀１－９－
６ 

国土交通省 
阪九フェリー株式
会社 

常務取締役 
北九州市門司区
新門司北１－１ 

国土交通省 
ジェイアール九州
バス株式会社 

営業企画部 
福岡市博多区堅
粕 2-22-2 

国土交通省 
佐川急便株式会
社 

労務運行管理部 
京都府京都市南
区上鳥羽角田町
６８番地 

国土交通省 
西濃運輸株式会
社 

営業企画管理室 
岐阜県大垣市田
口町１番地 

国土交通省 
日本通運株式会
社 

作業管理部広域
自動車輸送専任 

東京都港区東新
橋１丁目９番４号 

国土交通省 
福山通運株式会
社 

社長室ＣＳＲ推進
室 

東京都江東区越
中島３－６－１５ 

国土交通省 
ヤマト運輸株式
会社 

社会貢献部 
東京都中央区銀
座２丁目１６番１０
号 

国土交通省 
エアーニッポン株
式会社 
（第１連絡先） 

ANA 福岡支店総
務課 

福岡市中央区天
神１－１２－１４ 
紙与渡辺ビル 

国土交通省 
エアーニッポン株
式会社 
（第２連絡先） 

ANK 福岡空港支
店 業務課 

福岡市博多区上
臼井柳井３ ４ ８ 
福岡空港第1ター
ミナルビル内  

県計画を踏まえ修

正するもの 
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（削除） （削除） （削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

国土交通省 
株式会社スターフ
ライヤー 

総務人事部 

北九州市小倉南
区空港北町６番
北九州空港スタ
ーフライヤー本社
ビル 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

国土交通省 
株式会社日本航
空 

経営企画本部経
営戦略部 

東京都品川区東
品川 2-4-11 

国土交通省 
スカイマーク株式
会社 

経営企画部経営
戦略課 

東京都大田区羽
田 空 港 3-5-10 
ユーティリティー
センタービル８F 

国土交通省 
全日本空輸株式
会社 

ANA 福岡支店総
務課 

福岡市中央区天
神１－１２－１４ 
紙与渡辺ビル 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

国土交通省 
日本トランスオー
シャン航空株式
会社 

路線事業部 
沖縄県那覇市山
下町３－２３ 

国土交通省 
西日本旅客鉄道
株式会社 

企業倫理・リスク
統括部 

大阪府大阪市北
区芝田二丁目 4
番 24号 

国土交通省 
エアーネクスト株
式会社 
（第１連絡先） 

ANA 福岡支店 
総務課 

福岡市中央区天
神１－１２－１４ 
紙与渡辺ビル 

国土交通省 
エアーネクスト株
式会社 
（第２連絡先） 

NXA  業務部業
務課 

福岡市博多区下
臼井 767-1 福岡
空港第 2 ターミナ
ルビル内  

国土交通省 
株式会社スターフ
ライヤー 

経営企画部事業
企画グループ 

北九州市小倉北
区米町二丁目 2
番 1号 新小倉ビ
ル 

国土交通省 
株式会社ジャル
エクスプレス 

本社企画財務部 
大阪府池田市空
港 2-2-5 

国土交通省 
株式会社日本航
空インターナショ
ナル 

(株 )日本航空経
営企画室 

東京都品川区東
品川 2-4-11 

国土交通省 
株式会社日本航
空ジャパン 

(株 )日本航空経
営企画室 

東京都品川区東
品川 2-4-11 

国土交通省 
スカイマークエア
ラインズ株式会社 

経営企画室 

東京都大田区羽
田 空 港 3-5-10 
ユーティリティー
センタービル８F 

国土交通省 
全日本空輸株式
会社 
（第１連絡先） 

ANA 福岡支店総
務課 

福岡市中央区天
神１－１２－１４ 
紙与渡辺ビル 

国土交通省 
全日本空輸株式
会社 
（第２連絡先） 

ANA 福岡空港支
店 総務課 

福岡市博多区下
臼井７６７－１ 福
岡空港内  

国土交通省 
日本トランスオー
シャン航空株式
会社 

本社企画部 
沖縄県那覇市山
下町３－２４ 

国土交通省 
西日本旅客鉄道
株式会社 

総務部リスク管理
室 

大阪府大阪市北
区芝田二丁目 4
番 24号 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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国土交通省 
西日本鉄道株式
会社 

総務広報部庶務
課 

福岡市中央区天
神 1丁目 11番 17
号 福岡ビル５Ｆ 

国土交通省 
井本商運株式会
社 

取締役 

兵庫県神戸市中
央区浪花町 59神
戸朝日ビルディン
グ 22F 

国土交通省 
川崎近海汽船株
式会社 

取締役総務部長 
東京都千代田区
霞が関 3-2-1 

総務省 
エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーション
ズ株式会社 

カスタマーサービ
ス部危機管理室 

東京都千代田区
霞が関 3-2-1 

総務省 KDDI株式会社 
福岡テクニカルセ
ンター 

福岡市中央区長
浜 2-3-9 福岡第
二ＮＣビル 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

総務省 
株式会社ＮＴＴドコ
モ 

ＣＳ九州法人事業
部法人営業部 

福岡市中央区舞
鶴 2-3-1 ドコモ
九州舞鶴ビル 

総務省 
ソフトバンク株式
会社 

総務本部コーポ
レートセキュリティ
部 

東京都港区東新
橋 1-9-1 東京汐
留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 

 

 

 

 

国土交通省 
西日本鉄道株式
会社 

鉄道事業本部営
業部安全対策課 

福岡市中央区天
神 1丁目 11番 17
号 福岡ビル 6Ｆ 

国土交通省 
井本商運株式会
社 

営業部 
兵庫県神戸市中
央区京町７０ 

国土交通省 
川崎近海汽船株
式会社 

総務部 

東京都千代田区
霞が関１－４－２ 
大同生命霞ヶ関
ビル 

総務省 
エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーション
ズ株式会社 

ネットワーク事業
部 統合ネットワ
ーク部（危機管
理） 

東京都千代田区
内幸町 2-1-1 飯
野ビル 2階 201 

総務省 KDDI株式会社 
運用本部運用管
理部統括グルー
プ 

東京都新宿区西
新宿 2-3-2 KDDI
ビル 

総務省 
ソフトバンクテレコ
ム株式会社 

総務部 
東京都港区東新
橋 1-9-1 東京汐
留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 

総務省 
株式会社エヌ・テ
ィ・ティ・ドコモ 

災害対策室 
東京都千代田区
永 田 町 2-11-1 
山王ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ35F 

総務省 
株式会社エヌ・テ
ィ・ティ・ドコモ九
州 

災害対策室 
福岡市中央区舞
鶴 2-3-1 ドコモ
九州舞鶴ビル 

総務省 
ソフトバンクモバ
イル株式会社 

コーポレートセキ
ュリティ室 

東京都港区東新
橋 1-9-1 東京汐
留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 

 

 

 

 

 

県計画の変更を踏
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（３）指定地方公共機関 

名    称 担 当 部 署 所   在   地 

大牟田瓦斯株式会社 供給グループ 大牟田市泉町4-5 

西日本ガス株式会社 総務課 柳川市新外町89-2 

筑紫ガス株式会社 経営統括本部 筑紫野市紫2-12-10 

直方ガス株式会社 統括部長 直方市新町3-3-10 

飯塚ガス株式会社 総務部 飯塚市横田677-2 

（削除） （削除） （削除） 

高松ガス株式会社 水巻支店 
遠賀郡水巻町猪熊10

丁目2-25 

一般社団法人福岡県

ＬＰガス協会 
総務課 

福岡市博多区山王1-

10-15 

平成筑豊鉄道株式会

社 
総務課 

田川郡福智町金田11

45-2 

筑豊電気鉄道株式会

社 
総務課 中間市鍋山町1-6 

甘木鉄道株式会社 運輸部 朝倉市甘木1320 

（３）指定地方公共機関 

名    称 担 当 部 署 所   在   地 

大牟田瓦斯株式会社 工務部 大牟田市泉町4-5 

西日本ガス株式会社 企画部 柳川市新外町89-2 

筑紫ガス株式会社 総務グループ 筑紫野市紫2-12-10 

直方ガス株式会社 工務部 直方市新町2-5-22 

飯塚ガス株式会社 総務部 飯塚市横田677-2 

中間ガス株式会社 供給部 中間市池田1-4-1 

高松ガス株式会社 ガス課 
遠賀郡水巻町猪熊頃

末北4-6-1 

社団法人福岡県ＬＰ

ガス協会 
事務局 

福岡市博多区山王1-

10-15 

平成筑豊鉄道株式会

社 
総務課 

田川郡福智町金田11

45-2 

筑豊電気鉄道株式会

社 
電車課 中間市鍋山町1-6 

甘木鉄道株式会社 運輸部 朝倉市甘木1320 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併による解

散のため削除 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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北九州高速鉄道株式

会社 
総務課 

北九州市小倉南区企

救丘2-13-1 

（削除） （削除） （削除） 

（削除） （削除） （削除） 

西鉄バス久留米株式

会社 
運行部 

久留米市御井町2291

-1 

西鉄バス大牟田株式

会社 
運行部 大牟田市白金町63 

西鉄バス筑豊株式会

社 
運行部 飯塚市片島2-19-1 

（削除） （削除） （削除） 

西鉄バス北九州株式

会社 
営業本部総務課 

北九州市小倉北区砂

津1-1-2 

九州急行バス株式会

社 
営業部 

福岡市博多区博多駅

南4-7-2 

堀川バス株式会社 統括部 八女市本町1-302-1 

株式会社甘木観光バ

ス 
路線事業部 

朝倉市大字甘木１３９

６番地２ 

西鉄観光バス株式会

社 
総務部 

福岡市中央区那の津

3-8-15 

北九州高速鉄道株式

会社 
総務グループ 

北九州市小倉南区企

救丘2-13-1 

西鉄バス二日市株式

会社 
二日市本社 

大野城市大字牛頸２

４７３番１２号 

西鉄バス宗像株式会

社 
赤間本社 宗像市陵厳寺4-7-1 

西鉄バス久留米株式

会社 
 

久留米市御井町2291

-1 

西鉄バス大牟田株式

会社 
 大牟田市白金町63 

西鉄バス筑豊株式会

社 
運行部 飯塚市片島2-19-1 

西鉄高速バス株式会

社 
業務課 

福岡市中央区那の津

4-3-22 

西鉄バス北九州株式

会社 
総務課 

北九州市小倉北区砂

津1-1-2 

九州急行バス株式会

社 
総務課 

福岡市博多区博多駅

南4-7-2 

堀川バス株式会社 統括部 八女市本町1番地 

株式会社甘木観光バ

ス 
営業部 

朝倉市大字甘木１３９

６番地２ 

西鉄観光バス株式会

社 
総務部 

福岡市中央区地行2-

3-10 

県計画を踏まえ修

正するもの 

吸収合併による解

散のため削除 

吸収合併による解

散のため削除 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

吸収合併による解

散のため削除 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西鉄バス北九州株式

会社 
営業本部総務課 

北九州市小倉北区砂

津1-1-2 

（削除） （削除） （削除） 

柳城観光株式会社 本社営業所 
柳川市下宮永町1092

-1 

九州郵船株式会社 海務部海務課 
福岡市博多区神屋町

1-27 

壱岐・対馬フェリー株

式会社 
運航部 

福岡市中央区那の津

3-46-7 

（削除） （削除） （削除） 

久留米運送株式会社 総務課 
久留米市東櫛原町35

3 

株式会社博運社 総務部 
糟屋郡志免町別府北

3-4-1 

株式会社ランテック 安全品質管理部 
福岡市博多区古門戸

町 4-26 

丸善海陸運輸株式会

社 
運輸課 

久留米市善導寺町飯

田829-1 

三友通商株式会社 業務統括部 筑紫野市上古賀2-1 

公益社団法人福岡県

トラック協会 
業務一課 

福岡市博多区博多駅

東 1-18-8 

西鉄北九州観光株式

会社 
総務課 

北九州市小倉北区青

葉1-2-32 

九州観光バス株式会

社 
総務課 

福岡市博多区石城町

10-18 

柳城観光株式会社 本社営業部 
柳川市下宮永町1092

-1 

九州郵船株式会社 海務課 
福岡市博多区神屋町

1-27 

大川海運物産株式会

社 
フェリー部 

福岡市中央区那の津

3-46-7 

九州西武運輸株式会

社 
総務課 

福岡市博多区東那珂

 3-7-58 

久留米運送株式会社 総務部 
久留米市東櫛原町35

3 

株式会社博運社 総務部 
糟屋郡志免町別府北

621 

株式会社ランテック 総務部 
福岡市博多区古門戸

町 4-26 

丸善海陸運輸株式会

社 
総務部 

久留米市善導寺町飯

田415-1 

三友通商株式会社 総務課 筑紫野市上古賀2-1 

社団法人福岡県トラッ

ク協会 
業務課 

福岡市博多区博多駅

東 1-18-8 

県計画を踏まえ修

正するもの 

吸収合併による社

名変更のため削除 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

吸収合併による解

散のため削除 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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福岡国際空港株式

会社 

総務本部総務・人事

部 

福岡市博多区大字

下臼井782-1 

公益社団法人福岡県

医師会 
地域医療課 

福岡市博多区博多駅

南 2-9-30 

一般社団法人福岡県

歯科医師会 
庶務課 

福岡市中央区大名1-

12-43 

公益社団法人福岡県

薬剤師会 
事務局 

福岡市博多区住吉2-

20-15 

公益社団法人福岡県

獣医師会 

業務課 福岡市中央区天神1-

1-1 アクロス福岡1

3階 

福岡県道路公社 総務部 
福岡市博多区吉塚本

町13-50 

福岡北九州高速道路

公社 
総務部総務課 

福岡市東区東浜2-7-

53 

RKB毎日放送株式会

社 
報道部 

福岡市早良区百道浜

2-3-8 

九州朝日放送株式会

社 
報道部 

福岡市中央区長浜1-

1-1 

株式会社テレビ西日

本 
報道部 

福岡市早良区百道浜

2-3-2 

株式会社ＴＶＱ九州放

送 

報道スポーツ局報道

部 

福岡市博多区住吉2-

3-1 

（追加） （追加） （追加） 

社団法人福岡県医師

会 
総務課 

福岡市博多区博多駅

南 2-9-30 

社団法人福岡県歯科

医師会 
事務局 

福岡市中央区大名1-

12-43 

公益社団法人福岡県

薬剤師会 
事務局 

福岡市博多区住吉2-

20-15 

（追加） （追加） （追加） 

福岡県道路公社 総務課総務係 
福岡市博多区吉塚本

町13-50 

福岡北九州高速道路

公社 
総務係 

福岡市東区東浜2-7-

53 

アール・ケー・ビー毎

日放送株式会社 
報道部 

福岡市早良区百道浜

2-3-8 

九州朝日放送株式会

社 
総務局 

福岡市中央区長浜1-

1-1 

株式会社テレビ西日

本 
報道部 

福岡市早良区百道浜

2-3-2 

株式会社ティー・ヴィ

ー・キュー九州放送 
報道スポーツ局 

福岡市博多区住吉2-

3-1 

指定地方行政機関

に指定のため 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

指定地方行政機関

に指定のため 

 

県計画を踏まえ修

正するもの 
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96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社福岡放送 報道部 
福岡市中央区清川 2

-22-8 

株式会社エフエム福

岡 
編成制作事業部 

福岡市中央区清川1-

9-19 

ラブエフエム国際放

送株式会社 
放送局次長 

福岡市中央区今泉1-

12-23 西鉄今泉ビル

5F 

株式会社CROSS FM 編成事業部 

北九州市小倉北区京

町3-1-1 COLET/I‘

ｍ10階 

 

（４）市町村       （令和７年４月１日現在） 

市町村名 担当課名 防災電話 防災ＦＡＸ ＮＴＴ 

電話番号

(内) 

緊急時 

ＮＴＴ電

話番号 

ＮＴＴ 

ＦＡＸ 

北九州市 危機管
理室 
危機管
理課 

78-101
-70 

78-101
-75 

093-58
2-2110 

093-58
2-3811 
（消防
局指令
課） 

093-58
2-2112 

福岡市 防災企
画課 

78-201
-70 

78-201
-75 

092-71
1-4967 
（ 6210
） 

092-72
5-6595 
（災害
救急指
令セン
ター） 

092-73
3-5861 

株式会社福岡放送 報道制作局報道部 
福岡市中央区清川 2

-22-8 

株式会社エフエム福

岡 
放送本部 

福岡市中央区渡辺通

 2-1-82電気ビル別

館６F 

株式会社九州国際エ

フエム 
放送局次長総務部 

福岡市中央区天神2-

5-35 

株式会社CROSS FM

エフエム九州 
編成事業部 

北九州市小倉北区古

船場町９番１１号 

 

（４）市町村       （平成19年1月29日現在） 

市町村名 担当課名 防災電話 防災ＦＡ

Ｘ 

ＮＴＴ 

電話番号(

内線) 

緊急時 

ＮＴＴ電

話番号 

ＮＴＴＦ

ＡＸ 

北九州市 総務市民
局安全・
安心課 （追加） （追加） 

093-582
-2988 

093-582
-3823 

093-582
-3889 

福岡市 市民局防
災・危機
管理課 

78-201-
70 

1-78-20
1-75 

092-711
-4056 

同左 092-733
-5861 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点更新するもの 
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大牟田
市 

防災危
機管理
室 

78-202
-70 

78-202
-75 

0944-4
1-2222 
（ 3841
・3842） 

0944-4
1-2222 
（ 夜
間） 

0944-4
1-2893 

久留米
市 

総務部
防災対
策課 

78-203
-70 

78-203
-75 

0942-3
0-9074 

0942-3
0-9000 

0942-3
0-9712 

直方市 防災・
地域安
全課 

78-204
-70 

78-204
-75 

0949-2
5-2223 

0949-2
5-2002 

0949-2
4-3812 

飯塚市 防災安
全課 

78-205
-70 

78-205
-75 

0948-2
2-5500 
（ 1333
） 

0948-2
2-2868 

0948-2
2-5754 

田川市 安全安
心まち
づくり
課 

78-206
-70 

78-206
-75 

0947-8
5-7114 

0947-4
4-2000 

0947-4
6-0124 

柳川市 総務課 78-207
-70 

78-207
-75 

0944-7
7-8153 

0944-7
3-8111 

0944-7
4-1374 

八女市 防災安
全課 

78-210
-70 

78-210
-75 

0943-2
3-1731 

同左 0943-2
3-2583 

筑後市 防災安
全課 

78-664
-74 

78-664
-75 

0942-6
5-7260 

同左 0942-5
4-0336 

大川市 地域支
援課 

78-212
-70 

78-212
-75 

0944-8
7-2101 

同左 0944-8
7-2363 

行橋市 総務課
防災危
機管理
室 

78-213
-70 

78-213
-75 

0930-2
5-1111 
（ 1450
・1451） 

同左 0930-2
5-0299 

豊前市 総務課 78-214
-70 

1-78-2
14-75 

0979-8
2-1115 

－ 0979-8
3-2560 

大牟田市 総務部総
務課 

78-202-
70 

1-78-20
2-75 

0944-41
-2894(i
n) 

0944-41
-2222（
宿直用） 

0944-41-
2552 

久留米市 総務部生
活安全推
進室 

（追加） （追加） 
0942-30
-9052 

0942-39
-8835 

0942-30
-9706 

直方市 総務課市
民協働推
進係 

78-204-
70 

1-78-20
4-75 

0949-25
-2222 

0949-25
-2000 

0949-24
-3812 

飯塚市 総務部総
務課総務
係 

78-205-
70 

1-78-20
5-75 

0948-22
-5500(2
22) 

同左 0948-21
-2066 

田川市 総務部総
務防災課 

78-206-
70 

1-78-20
6-75 

0947-44
-2000(3
19) 

 0947-46
-0124 

柳川市 総務課防
災安全係 

78-207-
70 

1-78-20
7-75 

0944-73
-8111(3
35) 

同左 0944-74
-1374 

八女市 総務課総
務法制係 

78-210-
70 

1-78-21
0-75 

0943-23
-1111(2
12) 

同左 0943-22
-2186 

筑後市 総務課庶
務法制係 

  0942-53
-4111(13
１) 

 0942-52
-5928 

大川市 総務課庶
務係 

78-212-
70 

1-78-21
2-75 

0944-87
-2101(2
02) 

0944-87-
2101 

0944-88
-1776 

行橋市 総務課総
務係 

78-213-
70 

1-78-21
3-75 

0930-25
-1111(1
431) 

同左 0930-25
-0299 

豊前市 総務課交
通防災係 

78-214-
70 

1-78-21
4-75 

0979-82
-1111(1
334) 

0979-82-
1111 

0979-83
-2560 

時点更新するもの 
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中間市 安全安
心まち
づくり
課 

78-215
-70 

78-215
-75 

093-24
4-1111 
（ 1252
） 

093-24
6-2017 

093-24
6-1661 

小郡市 防災安
全課 

78-216
-70 

78-216
-75 

0942-7
2-2111 
（242） 

同左 0942-7
3-4466 

筑紫野
市 

危機管
理課 

78-217
-70 

78-217
-75 

092-92
3-1111 
（223） 

092-92
3-0183 

092-92
3-5391 

春日市 安全安
心課 

78-218
-70 

78-218
-75 

092-58
4-1111 
（ 3911
・3912） 

同左 092-58
4-1143 

大野城
市 

危機管
理課 

78-219
-70 

78-219
-75 

092-58
0-1966 

092-50
1-2211 

092-57
3-7791 

宗像市 危機管
理課 

78-220
-70 

78-220
-75 

0940-3
6-5050 

0940-3
6-1121 

0940-3
7-1242 

太宰府
市 

防災安
全課 

78-221
-71 

78-221
-75 

092-92
1-2121 
(519 、
531) 

092-92
1-2122 

092-92
1-1601 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

古賀市 総務課 78-223
-70 

78-223
-75 

092-94
2-1111 
(327） 

092-94
2-1112 

092-94
2-3758 

福津市 防災安
全課 

78-362
-70 

78-362
-75 

0940-4
2-1111 
（ 2251
） 

0940-4
3-8107 

0940-4
3-3168 

中間市 総務課文
書法制係 

78-215-
70 

1-78-21
5-75  

093-246-
6232 

093-246-
4325 

093-245-
5598 

小郡市 総務課防
災庶務係 

78-216-
70 

1-78-21
6-75 

0942-72
-2111(2
45) 

同左 0942-73
-4466 

筑紫野市 総務課交
通・防災
担当  

78-217-
70 

1-78-21
7-75 

092-923
-1111(2
34) 

092-920
-7413 

092-923
-5391 

春日市 土木管理
課消防防
災担当 

78-218-
70 

1-78-21
8-75 

092-584
-1111(3
112) 

092-584-
1132 

092-584
-1143 

大野城市 地域安全
課 

78-219-
70 

1-78-21
9-75 

092-501
-2211(38
7) 

同左 092-572
-8432 

宗像市 総務課総
務係 

78-220-
70 

1-78-22
0-75 

0940-36
-5050 

0940-36
-1121 

0940-37
-1242 

太宰府市 総務課消
防・防災
係 

78-221-
71 

1-78-22
1-75 

092-921
-2121(5
19) 

092-921
-2142 

092-921
-1601 

前原市 総務課防
災係 

78-222-
70 

1-78-22
2-75 

092-323
-1111(1
216) 

092-323
-1123 

092-324
-0239 

古賀市 総務課庶
務係 

78-223-
70 

1-78-22
3-75 

092-942
-1111(3
22) 

同左 092-942
-3758 

福津市 生活安全
課安心安
全まちづ
くり係 

78-362-
70 

1-78-36
2-75 

0940-43
-8107 

0940-42
-1111 

0940-43
-3168 

時点更新するもの 
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うきは
市 

市民協
働推進
課 

78-481
-70 

78-481
-75 

0943-7
5-4982 

同左 0943-7
5-5509 

宮若市 総務課 78-403
-70 

78-403
-75 

0949-3
2-0511 

0949-3
2-0510 

0949-3
2-9430 

嘉麻市 防災対
策課 

78-423
-70 

78-423
-75 

0948-4
2-7417 

0948-4
2-7098 

0948-4
2-7098 

朝倉市 防災交
通課 

78-209
-70 

78-209
-75 

0946-2
2-1111 
（110、
119） 

0946-2
3-0364 

0946-2
2-0418 

みやま
市 

地域・
防災課 

78-561
-70 

78-561
-75 

0944-6
4-1502 

0944-6
3-6111 

0944-6
4-1503 

糸島市 危機管
理課 

78-222
-70 

78-222
-75 

092-33
2-2110 

同左 092-32
4-8355 

那珂川
市 

安全安
心課 

78-305
-70 

78-305
-75 

092-95
3-2211 
（243） 

同左 092-95
3-3049 

宇美町 地域コ
ミュニ
ティ課 

78-341
-70 

78-341
-75 

092-93
2-1111 
(522) 

同左 092-93
3-7512 

篠栗町 総務課 78-342
-70 

78-342
-75 

092-94
7-1113 

092-94
7-8409 

092-94
7-7977 

志免町 生活安
全課 

78-343
-70 

78-343
-75 

092-93
5-1001 
（ 2031
） 

同左 092-93
5-2694 

須恵町 総務課 78-344
-70 

78-344
-75 

092-93
2-1152 
（318） 

092-93
2-1151 

092-93
3-6759 

うきは市 総務課消
防防災係 

78-481-
70 

1-78-48
1-75 

0943-75
-3111(22
2) 

0943-75-
3120 
0943-75-
5030 

0943-75
-5509 

宮若市 総務課防
災安全係 

78-403-
70 

1-78-40
3-75 

0949-32
-0511 

（追加） 0949-32
-9430 

嘉麻市 総務課防
災安全係 

78-423-
70 

1-78-42
3-75 

0948-62
-5353 

（追加） 0948-62
-5018 

朝倉市 消防防災
課消防防
災係 

78-209-
70 

1-78-20
9-75 

0946-62
-1111（
119） 

（追加） 

0946-24
-8257 

みやま市 
 

総務課庶
務係 

78-561-
70 
 

1-78-56
1-75 
 

0944-64
-1502  （追加） 

0944-64
-1503 
 

（追加） （追加） （追加） （追加） （追加） （追加） （追加） 

那珂川町 環境課生
活防災係 

78-305-
70 

1-78-30
5-75 

092-953
-2211(1
35) 

（追加） 
092-953
-0688 

宇美町 総務課消
防防災防
犯係 

78-341-
70 

1-78-34
1-75 

092-932
-1111(1
13) 

092-934-
2246 

092-933
-7512 

篠栗町 総務課消
防係 

78-342-
70 

1-78-34
2-75 

092-947
-1111(3
13) 

092-947
-3437 

092-947
-7977 

志免町 総務課消
防防災係 

78-343-
70 

1-78-34
3-75 

092-935
-1001(4
16) 

同左 092-935
-9459 

須恵町 総務課消
防防災係 

78-344-
70 

1-78-34
4-75 

092-932
-1151(3
21) 

同左 092-933
-6579 

時点更新するもの 
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新宮町 地域協
働課 

78-345
-70 

78-345
-75 

092-96
3-1734 
（221） 

092-96
3-1734 

092-96
2-2078 

久山町 総務課 78-348
-70 

78-348
-75 

092-97
6-1111 
(232) 

同左 092-97
6-2463 

粕屋町 協働の
まちづ
くり課 

78-349
-70 

78-349
-75 

092-93
8-2311 
（263） 

092-93
8-5778 

092-93
8-3150 

芦屋町 総務課 78-381
-70 

78-381
-75 

093-22
3-3572 

同左 093-22
3-3927 

水巻町 総務課 78-382
-70 

78-382
-75 

093-20
1-4321 
（222） 

同左 093-20
1-4423 

岡垣町 地域づ
くり課 

78-383
-70 

78-383
-75 

093-28
2-1211 
（285、
286） 

同左 093-28
2-1310 

遠賀町 総務課 78-384
-70 

78-384
-75 

093-29
3-1234 

同左 093-29
3-0806 

小竹町 総務課 78-401
-70 

78-401
-75 

0949-6
2-1212 

0949-6
2-1212 

0949-6
2-1140 

鞍手町 まちづ
くり課 

78-402
-70 

78-402
-75 

0949-4
2-2033 

同左 0949-4
2-5693 

桂川町 総務課 78-421
-70 

78-421
-75 

0948-6
5-1100 
（211、
212） 

同左 0948-6
5-3424 

筑前町 環境防
災課 

78-444
-70 

78-444
-75 

0946-4
2-6609 

同左 0946-4
2-2011 

新宮町 総務課防
災防犯担
当 

78-345-
70 

1-78-34
5-75 

092-963
-1730 

092-962
-0725 

092-962
-2078 

久山町 総務課消
防防災係 

78-348-
70 

1-78-34
8-75 

092-976
-1111(2
32) 

同左 092-976
-2463 

粕屋町 総務課生
活防災係 

78-349-
70 

1-78-34
9-75 

092-938
-2311(2
25) 

092-938
-5778 

092-938
-3150 

芦屋町 総務課庶
務係 

78-381-
70 

1-78-38
1-75 

093-223
-0881(2
93) 

093-223-
5292 

093-223
-3927 

水巻町 総務課庶
務係 

78-382-
70 

1-78-38
2-75 

093-201
-4321 

同左 093-201
-4423 

岡垣町 総務課庶
務係 

78-383-
70 

1-78-38
3-75 

093-282
-1211(2
33) 

同左 093-282
-4000 

遠賀町 総務課 78-384-
70 

1-78-38
4-75 

093-293
-1234(2
62) 

同左 093-293
-0806 

小竹町 総務課庶
務係 

78-401-
70 

1-78-40
1-75 

09496-2
-1212(1
04) 

09496-2
-1211 

09496-2
-1140 

鞍手町 総務課庶
務係 

78-402-
70 

1-78-40
2-75 

0949-42
-2111(3
22) 

0949-42-
2919 

0949-42
-5693 

桂川町 総務課 78-421-
70 

1-78-42
1-75 

0948-65
-1100(2
14) 

0948-65-
3241 

0948-65
-3424 

筑前町 まちづく
り課消防
安全係 

78-444-
70 

1-78-44
4-75 

0946-42
-6609 （追加） 

0946-42
-2011 

時点更新するもの 
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東峰村 総務企
画課 

78-446
-70 

78-446
-75 

0946-7
2-2311 

0946-2
6-8700 

0946-7
2-2038 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

大刀洗
町 

総務課 78-503
-70 

78-503
-75 

0942-7
7-0101 
(107) 

0942-7
7-0171 

0942-7
7-3063 

大木町 総務課 78-522
-70 

78-522
-75 

0944-3
2-1035 

0944-3
2-1444 

0944-3
2-1054 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

広川町 企画課 78-544
-70 

78-544
-75 

0943-3
2-1196 

0943-3
2-1440 

0943-3
2-5164 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

香春町 総務課 78-601
-70 

78-601
-75 

0947-3
2-2511 
（212） 

同左 0947-3
2-4815 

添田町 防災管
財課 

78-602
-70 

78-602
-75 

0947-8
2-4002 

同左 0947-8
2-2869 

東峰村 総務課 78-446-
70 

1-78-44
6-75 

0946-72
-2311 （追加） 

0946-72
-2038 

二丈町 総務課管
財係 

78-462-7
0 

1-78-462
-75 

092-325-
1111(232
) 

同左 092-325-
0179 

志摩町 総務課行
政係 

78-463-7
0 

1-78-463
-75 

092-327-
1111(223
) 

092-327-
2472 

092-327-
2707 

大刀洗町 総務課庶
務係 

78-503-
70 

1-78-50
3-75 

0942-77
-0101(1
05) 

0942-77
-0101 

0942-77
-3063 

大木町 総務課管
理防災係 

78-522-
70 

1-78-52
2-75 

0944-32
-1013(1
15) 

0944-32-
1444 

0944-32
-1054 

黒木町 総務課庶
務係 

78-541-7
0 

1-78-541
-75 

0943-42-
1111(324
) 

同左 0943-42-
4591 

立花町 総務課行
政係 

78-543-7
0 

1-78-543
-75 

0943-23-
5141(214
) 

同左 0943-22-
3512 

広川町 総務課行
政係 

78-544-
70 

1-78-54
4-75 

0943-32
-1111(1
12)  

0943-32
-1111 

0943-32
-5164 

矢部村 総務課総
務係 

78-545-7
0 

1-78-545
-75 

0943-47-
3111(201
) 

同左 0943-47-
2855 

星野村 総務グル
ープ総務
班 

78-546-7
1 

1-78-546
-75 

0943-52-
3111(212
) 

0943-52-
2005 

0943-52-
3283 

香春町 総務課庶
務係 

78-601-
70 

1-78-60
1-75 

0947-32
-2511 

同左 0947-32
-4815 

添田町 総務課防
災対策係 

78-602-
70 

1-78-60
2-75 

0947-82
-1231(12
1) 

同左 0947-82
-2869 
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糸田町 防災管
財課 

78-604
-70 

78-604
-75 

0947-2
6-1232 

0947-2
6-1232 

0947-2
6-1651 

川崎町 防災管
財課 

78-605
-70 

78-605
-75 

0947-7
2-3000 

0947-7
2-3000 

0947-7
2-3415 

大任町 総務企
画財政
課 

78-608
-70 

78-608
-75 

0947-6
3-3000 

同左 0947-6
3-3813 

赤村 総務課 78-609
-70 

78-609
-75 

0947-6
2-3000 

同左 0947-6
2-3007 

福智町 防災管
財課 

78-603
-70 

78-603
-75 

0947-2
2-7771 

同左 0947-2
2-7774 

苅田町 総務課
危機管
理室 

78-621
-70 

78-621
-75 

093-58
8-1037 

093-43
4-117 

093-43
6-3014 

みやこ
町 

総務課 78-623
-70 

78-623
-75 

0930-3
2-2511 

同左 0930-3
2-4563 

吉富町 未来ま
ちづく
り課 

78-642
-70 

78-642
-75 

0979-2
4-1122 

同左 0979-2
4-3219 

上毛町 総務課 78-644
-70 

78-644
-75 

0979-7
2-3111 
（113） 

0979-7
2-3111 
（113） 

0979-7
2-4664 

築上町 総務課 78-641
-70 

78-641
-75 

0930-5
6-0300 

0930-5
6-0300 

0930-5
6-1405 

 

 

 

 

 

糸田町 総務課消
防係 

78-604-
70 

1-78-60
4-75 

0947-26
-1231(2
12) 

同左 0947-26
-1651 

川崎町 総務課防
災管財係 

78-605-
70 

1-78-60
5-75 

0947-72
-3000(2
30､231)  

同左 0947-72
-6453 

大任町 総務課消
防係 

78-608-
70 

1-78-60
8-75 

0947-63
-3000(2
09)  

同左 0947-63
-3813 

赤村 総務課総
務係 

78-609-
70 

1-78-60
9-75 

0947-62
-3000(1
32) 

同左 0947-62
-3007 

福智町 総務課消
防防災選
挙係 

78-603-
70 

1-78-60
3-75 

0947-22
-0555 

同左 0947-22
-0782 

苅田町 総務課く
らし安全
係 

78-621-
70 

1-78-62
1-75 

093-434
-1112(31
9) 

093-434
-5852 

093-436
-3014 

みやこ町 総務課総
務係 

78-623-
70 

1-78-62
3-75 

0930-32
-2511 

0930-32-
2511 

0930-32
-4563 

吉富町 総務課庶
務秘書係 

78-642-
70 

1-78-64
2-75 

0979-24
-1122(1
33) 

同左 0979-24
-3219 

上毛町 総務課総
務係 

78-644-
70 

1-78-64
4-75 

0979-72
-3111 

同左 0979-72
-4664 

築上町 総務課行
政係 

78-641-
70 

1-78-64
1-75 

0930-56
-0300(3
33) 

（追加） 
0930-56
-1405 
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（５）消防本部（局） 

消防本部（局
）名 

担当部署名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

北九州市消
防局 

警防課 
北九州市小
倉北区大手
町3-9 

093-582-381
7 

093-582-689
8 

福岡市消防
局 

警備部警防
課 

福岡市中央
区舞鶴3-9-7 

092-725-655
1 

092-791-242
0 

大牟田市消
防本部 

総務課 
大牟田市浄
真町46 

0944-53-352
1 

0944-53-746
0 

直方市消防
本部 

警防課 
直方市新町
2-5-10 

0949-25-230
3 

0949-25-230
8 

柳川市消防
本部 

警防課 
柳川市本城
町4-2 

0944-74-011
9 

0944-74-018
5 

筑後市消防
本部 

警防課 
筑後市山ノ
井900 

0942-52-202
0 

0942-53-665
8 

大川市消防
本部 

警防課 
大川市郷原
483-5 

0944-88-114
5 

0944-88-179
9 

行橋市消防
本部 

警防課 
行橋市中央
1-9-9 

0930-25-232
6 

0930-26-307
4 

中間市消防
本部 

警防課 
中間市中間
2-2-2 

093-245-090
1 

093-246-011
9 

みやま市消
防本部 

総務課庶務
係 

みやま市瀬
高 町 小 川
2062 

0944-62-512
5 

0944-62-323
4 

糸島市消防
本部 

警防課 
糸島市前原
1783-1 

092-332-802
7 

092-324-451
4 

（５）消防本部（局） 

消防本部（局
）名 

担当部署名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

北九州市消
防局 防災課 

北九州市小
倉北区大手
町3-9 

093-582-211
0 

093-582-211
2 

福岡市消防
局 

警備部警防
課広域対策

係 

福岡市中央
区舞鶴3-9-7 

092-725-695
2 

092-725-660
6 

大牟田市消
防本部 警防課 

大牟田市浄
真町46 

0944-53-352
1 

0944-53-746
0 

直方市消防
本部 警防課 

直方市新町2
-5-10 

0949-25-230
3 

0949-25-230
8 

柳川市消防
本部 警防課 

柳川市本城
町4-2 

0944-74-011
9 

0944-74-018
5 

筑後市消防
本部 警防課 

筑後市山ノ
井900 

0942-52-202
0 

0942-53-665
8 

大川市消防
本部 警防課 

大川市郷原4
83-5 

0944-88-114
5 

0944-88-179
9 

行橋市消防
本部 警防課 

行橋市中央1
-9-9 

0930-25-232
6 

0930-26-307
4 

中間市消防
本部 警防課 

中間市中間2
-2-2 

093-245-090
1 

093-246-011
9 

みやま市消
防本部 

総務課庶務
係 

みやま市瀬
高町小川270 

0944-62-512
5 

0944-62-323
4 

糸島地区消
防厚生施設
組合糸島消

防本部 

警防課 

前原市前原1
783-1 

092-322-422
2 

092-324-451
4 

時点更新するもの 
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苅田町消防
本部 

警防課 
苅田町京町
2-4-4 

093-434-011
9 

093-434-523
6 

八女消防本
部 

警防課 
八女市本村
22-1 

0943-24-211
9 

0943-25-111
9 

筑紫野太宰
府消防組合
消防本部 

警防課警防
係 

筑紫野市針
摺西1-1-1 

092-924-564
2 

092-924-339
7 

飯塚地区消
防本部 

警防課 
飯塚市片島
3-16-8 

0948-22-760
0 

0948-24-567
0 

春日･大野城
･那珂川消防
組合消防本
部 

警防課 
春日市春日
2-2-1 

092-584-119
7 

092-584-120
0 

田川地区消
防本部 

警防課 
田川市川宮
1570 

0947-44-622
5 

0947-46-140
4 

久留米広域
消防本部 

救急防災課 
久留米市東
櫛原町999-1 

0942-38-515
8 

0942-38-517
2 

京築広域圏
消防本部 

警防課 
豊前市大字
荒堀525-1 

0979-82-011
9 

0979-83-263
0 

（削除） （削除） （削除） （削除） （削除） 

直方・鞍手広
域市町村圏
事務組合消
防本部 

警防課 
宮若市宮田
16-1 

0949-32-113
2 

0949-32-942
5 

甘木･朝倉消
防本部 

警防課 
朝倉市一木
18-20 

0946-23-275
3 

0946-24-133
4 

粕屋南部消
防組合消防
本部 

警防課 
志免町大字
田富170 

092-935-108
8 

092-935-518
4 

苅田町消防
本部 警防課 

苅田町京町2
-4-4 

093-434-011
9 

093-434-523
6 

八女消防本
部 警防課 

八女市本村2
2-1 

0943-24-011
9 

0943-25-111
9 

筑紫野太宰
府消防本部 

警防課警防
係 

筑紫野市針
摺西1-1-1 

092-924-564
2 

092-924-339
7 

飯塚地区消
防本部 警防課 

飯塚市片島3
-16-8 

0948-22-760
0 

0948-24-567
0 

春日･大野城
･那珂川消 
防組合消防
本部 

警防課 

春日市春日2
-2-1 

092-584-119
7 

092-584-120
0 

田川地区消
防本部 

警防課防災
企画係 

田川市川宮1
570 

0947-44-065
0 

0947-46-140
4 

久留米市消
防本部 救急防災課 

久留米市東
櫛原町999-1 

0942-38-515
8 

0942-38-517
2 

京築広域圏
消防本部 警防課 

豊前市荒堀5
25-1 

0979-82-011
9 

0979-83-263
0 

福岡県南広
域消防組合 
消防本部 

警防課 
久留米市山
川沓形町3-1
5 

0942-43-811
9 

0942-43-731
7 

直方鞍手広
域市町村圏 
事務組合消
防本部 

警防課 

宮若市宮田1
6-1 

0949-32-113
2 

0949-32-942
5 

甘木･朝倉消
防本部 警防課 

朝倉市一木1
8-20 

0946-22-011
9 

0946-24-133
4 

粕屋南部消
防本部 警防課 

志免町田富1
70 

092-935-108
8 

092-935-648
3 

時点更新するもの 
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宗像地区消
防本部 

警防課 
宗像市田熊
5-1-3 

0940-36-248
1 

0940-37-001
1 

粕屋北部消
防本部 

警防課 
古賀市今在
家167-1 

092-944-013
2 

092-944-046
2 

遠賀郡消防
本部 

警防課 
遠賀町大字
広渡1639 

093-293-812
4 

093-291-400
8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宗像地区消
防本部 警防課 

宗像市田熊5
-1-3 

0940-36-242
5 

0940-37-001
1 

粕屋北部消
防本部 警防課 

古賀市今在
家167-1 

092-944-013
1 

092-944-046
2 

遠賀郡消防
本部 警防課 

遠賀町広渡1
639 

093-293-812
4 

093-291-400
8 
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２ 安否情報省令 

最終改正：令和６年１１月２９日総務省令第１０２号 

第１条 省略 

第２条 省略 

第３条 

２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含

む。次条において同じ。）の規定により安否情報の照会をする

者は、前項により提出した書面に記載されている氏名及び住所

又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運

転免許証、健康保険の資格確認書、出入国管理及び難民認定法

（昭和二十六年政令第三百十九号）第十九条の三に規定する在

留カード、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した

者等の出入国管理に関する特例法（平成三年法律第七十一号）

第七条第一項に規定する特別永住者証明書、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カ

ードその他法律又はこれに基づく命令の規定により交付され

た書類であって当該安否情報を照会する者が本人であること

を確認するに足りるものを提示し、又は提出しなければならな

い。ただし、やむを得ない理由により、当該書類を提示し、若

しくは提出することができない場合又は前項ただし書きの場

合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを

確認するために総務大臣又は地方公共団体の長が適当と認め

る方法によることができる。 

 

２ 安否情報省令 

最終改正：平成１８年３月３１日総務省令第５０号 

第１条 省略 

第２条 省略 

第３条 

２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含

む。次条において同じ。）の規定により安否情報の照会をする

者は、前項により提出した書面に記載されている氏名及び住所

又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運

転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、行住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４第１項に

規定する住民基本台帳カードその他法律又はこれに基づく命

令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会

する者が本人であることを確認するに足りるものを提示し、又

は提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由により、

当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は

前項ただし書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する者

が本人であることを確認するために総務大臣又は地方公共団

体の長が適当と認める方法によることができる。 

 

 

 

 

 

 

安否情報省令に基

づく変更 
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第４条 省略 

第５条 省略 

 

附 則 

省略 

附 則 （平成１８年３月３１日総務省令第５０号） 

省略 

 

附 則 （平成２７年９月１６日総務省令第７６号） 

第１条 この省令は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（以下この条及び次条第１項に

おいて「番号利用法」という。）附則第１条第４号に掲げる規

定の施行の日（平成２８年１月１日）から施行する。 

第２条  

２ 次に掲げる省令の規定の適用については、住民基本台帳カー

ド（第５条の規定による改正前の住民基本台帳法施行規則別記

様式第２の様式によるものに限る。）は、番号利用法整備法第

２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた

旧住民基本台帳法第３０条の４４第９項の規定によりその効

力を失う時までの間は、個人番号カードとみなす。 

 １及び２ 略 

 ３ 第十一条の規定による改正後の武力攻撃事態等における

安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び

回答の手続その他の必要な事項を定める省令第３条第２項 

 

第４条 省略 

第５条 省略 

 

附 則 

省略 

附 則 （平成１８年３月３１日総務省令第５０号） 

省略 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安否情報省令に基

づく修正及び追記 
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附 則 （令和６年１１月２９日総務省令第１０２号） 

 この省令中「外国人登録証明書」を「出入国管理及び難民認定

法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の３に規定する在留カ

ード、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第７条第１

項に規定する特別永住者証明書」に改める規定は公布の日から、

「被保険証」を「資格確認書」に改める規定は、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

（令和６年１２月２日）から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安否情報省令に基

づく修正及び追記 
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３ 火災・災害等即報要領 

昭 和 ５ ９ 年 １ ０ 月 １ ５ 日  

消防災第２６７号消防庁長官  

改正 平成 ６年１２月 消防災第２７９号 

平成 ７年 ４月 消防災第 ８３号 

平成 ８年 ４月 消防災第 ５９号 

平成 ９年 ３月 消防情第 ５１号 

平成１２年１１月 消防災第 ９８号 

   消防情第１２５号 

平成１５年３ 月 消防災第 ７８号 

消防情第 ５６号 

平成１６年 ９月 消防震第 ６６号 

平成２０年 ５月 消防応第 ６９号 

平成２０年 ９月 消防応第１６６号 

平成２４年 ５月 消防応第１１１号 

平成２９年 ２月 消防応第 １１号 

平成３１年 ４月 消防応第 ２８号 

令和 元年 ６月 消防応第 １２号 

令和 元年 ６月 消防応第 １２号 

令和 元年 ６月 消防応第 １２号 

令和 ３年 ５月 消防応第 ２９号 

令和 ５年 ５月 消防応第 ５５号 

令和 ７年 ４月 消防応第 ４４号 

 

 

３ 火災・災害等即報要領 

昭 和 ５ ９ 年 １ ０ 月 １ ５ 日  

消防災第２６７号消防庁長官  

改正 平成 ６年１２月 消防災第２７９号 

平成 ７年 ４月 消防災第 ８３号 

平成 ８年 ４月 消防災第 ５９号 

平成 ９年 ３月 消防情第 ５１号 

平成１２年１１月 消防災第 ９８号 

   消防情第１２５号 

平成１５年３ 月 消防災第 ７８号 

消防情第 ５６号 

平成１６年 ９月 消防震第 ６６号 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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110 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

２ 火災・災害等の定義 

  「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の

定めのない限り、「火災報告取扱要領（平成 6 年 4 月 21 日

付消防災第 100 号）」、「災害報告取扱要領（昭和 45 年 4 月 

10 日付消防防第 246 号）」、「救急事故等報告要領（平成６年

10月17日付消防救第158号）」の定めるところによる。 

 

３ 報告手続 

 (1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)におい

て「火災等」という。）が発生した場合には、当該火災等が

発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を

処理する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場

合は、当該一部事務組合又は広域連合を含む。以下第１か

ら第３において同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県

を通じて行うものとする。 

第１ 総則 

１ 趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

２ 火災・災害等の定義 

  「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の

定めのない限り、「火災報告取扱要領（平成 6 年 4 月 21 日

付消防災第 100 号）」、「災害報告取扱要領（昭和 45 年 4 月 

10 日付消防防第 246 号）」、「救急事故等報告要領（昭和 57 

年12月28 日付消防救第53号）」の定めるところによる。 

 

３ 報告手続 

 (1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)におい

て「火災等」という。）が発生した場合には、当該火災等が

発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を

処理する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場

合は、当該一部事務組合又は広域連合をいう。(1)及び(5)

において同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県を通じ

て行うものとする。 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

消防組織法第 40条 

 消防庁長官は、都道府県及び市町村に対し、消防庁長官の

定める形式及び方法により消防統計及び消防情報に関する報

告をすることを求めることができる。 

（参考） 

消防組織法第 22条 

 消防庁長官は、都道府県及び市町村に対し、消防庁長官の

定める形式及び方法により消防統計及び消防情報に関する報

告をすることを求めることができる。 
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   省略 

 (2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害

が発生するおそれが著しく大きい場合を含む。以下同じ。）

には、当該災害が発生し、又はそのおそれがある地域の属

する市町村は、災害に関する即報について都道府県に報告

をするものとする。 

 (3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した

場合には、都道府県は、市町村からの報告及び自ら収集し

た情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について

消防庁に報告をするものとする。 

 (4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生

した場合には、市町村は、第１報を都道府県に加え、消防

庁に対しても報告をするものとする。この場合において、

消防庁長官から要請があった場合については、市町村は、

第１報後の報告を引き続き消防庁に対しても行うものとす

る。 

 (5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したとき、迅

速性を最優先として可能な限り早く（原則として、覚知後

３０分以内）、分かる範囲でその第１報を報告するものと

し、以後、各即報様式に定める事項について、判明したも

ののうちから逐次報告するものとする。都道府県は、市町

村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行う

とともに、市町村からの報告を待たずして情報を入手した

ときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとする。 

 

   省略 

 (2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合には、

当該災害が発生した地域の属する市町村は、災害に関する

即報を都道府県に報告するものとする。 

 

 

 (3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した

場合には、都道府県は、市町村からの報告及び自ら収集し

た情報等を整理して、火災・災害等に関する即報を消防庁

に報告をする行うものとする。 

 (4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生

した場合には、市町村は、第１報を都道府県に加え、消防

庁に対しても、報告するものとする。この場合において、

消防庁長官から要請があった場合については、市町村は、

第１報後の報告についても、引き続き消防庁に対しても行

うものとする。 

 (5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したとき、原

則として、覚知後３０分以内で可能な限り早く、分かる範

囲で、その第１報を報告するものとし、以後、各即報様式

に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告

するものとする。都道府県は、市町村からの報告を入手後

速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村から

の報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防

庁に対して報告を行うものとする。 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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111 

 

 

 

 

 

 

４ 報告方法及び様式 

  火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に

応じた様式により、電子メールで報告するものとする。 

  ただし、電子メールが使用不能になるなど当該方法による報

告ができない場合には、迅速性を最優先とし、電話等通信可能

な方法による報告に代えることができるものとする。 

  また、第１報後の報告については、各様式で報告が求められ

ている項目が記載された既存資料（地方公共団体が独自に作成

した資料や災害対策本部会議で使用された資料など）による報

告に代えることができるものとする。 

  なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)

により被害状況等の画像情報の送信を行うものとする。 

 

 

 

 

 (1) 様式 

  ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

    火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）

を対象とする。 

    特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の

事故、危険物等に係る事故、原子力災害及び可燃性ガス等

の爆発、漏えい等の事故とする。 

    なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様

式、特定の事故については第２号様式により報告するこ

４ 報告方法及び様式 

  火災・災害等の即報に当たっては、 (1)の区分に応じた様式

に記載し、ファクシミリ等により報告するものとする。 

  （追加） 

 

 

  （追加） 

 

 

 

  また、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)

により被害状況等の画像情報の送信を行うものとする。ただし、

消防機関等への通報が殺到した場合等において、迅速性を確保す

るため、様式によることができない場合には、この限りではない。

また、電話による報告も認められるものとする。 

 

 (1) 様式 

  ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

    火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）

を対象とする。 

    特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の

事故、危険物等に係る事故、原子力災害及び可燃性ガス等

の爆発、漏えい等の事故とする。 

    なお、火災（爆発を除く。）については、第１号様式、

特定の事故については、第２号様式により報告すること。 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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と。 

  イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号

様式 

    救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対

処事態における災害を対象とする。なお、火災等即報を行

うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等

については、第３号様式による報告を省略することができ

る。ただし、消防庁長官から特に求められたものについて

は、この限りではない。 

  ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

    省略 

 (2) 画像情報の送信 

    地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送

信することができる地方公共団体（応援団体を含む。）は、

原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したと

きは、高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、

衛星地球局等を用いて速やかに被害状況等の画像情報を

送信するものとする。 

  ア 省略 

  イ 省略 

  ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響が高い

火災・災害等 

    （テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ・新聞等

のマスコミの全国版のニュースにて報道される火災・災

害等をいう。以下同じ。） 

 

  イ 救急・救助事故等即報・・・・・第３号様式 

    救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対

処事態を対象とする。なお、火災等即報を行うべき火災及

び特定の事故については省略することができる。ただし、

消防庁長官から特に求められたものについては、この限り

ではない。 

 

 

  ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

    省略 

 (2) 画像情報の送信 

    地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送

信することができる地方公共団体（応援団体を含む。）は、

原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したと

きは、高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、

衛星車載局等を用いて速やかに被害状況等の画像情報を

送信するものとする。 

  ア 省略 

  イ 省略 

  ウ 報道機関に取り上げられる等社会的影響が高い火災・災

害等 

    （テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ・新聞等

のマスコミの全国版のニュースにて報道される火災・災

害等をいう。以下同じ。） 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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112 

 

 

 

  エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

５ 報告に際しての留意事項 

 (1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」又は「第３ 直

接即報基準」に該当する火災・災害等か判断に迷う場合に

は、できる限り広く報告するものとする。 

 (2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災

害対策を講じることが困難な火災・災害等が発生したとき

は、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収

集に特に配意し、迅速な報告に努めるものとする。 

    また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内

の市町村が報告を行うことが十分にできないと判断する

場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプター

等の機材や各種通信手段の効果的活用等、あらゆる手段を

尽くして、被害情報等の把握に努めるものとする。 

 (3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府

県の警察本部等関係機関と密接な連絡を保つものとする。 

    特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、

都道府県が一元的に集約、調整を行うものとする。その際、

都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数につい

て積極的に収集し、当該情報が得られた際は、関係機関と

連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報

告をするものとする。 

 (4) 市町村が都道府県に報告できない場合には、一時的に報

告先を消防庁に変更するものとする。この場合において、

都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府県に報

  エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

５ 報告に際しての留意事項 

 (1) 「第２ 即報基準」及び「第３ 直接即報基準」に該当

する火災・災害等か判断に迷う場合には、できる限り広く

報告するものとする。 

 (2) 都道府県市町村又は都道府県は、自らの対応力のみでは

十分な災害対策を講じることが困難な火災・災害等が発生

したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な

情報の収集に特に配意し、迅速な報告に努めるものとす

る。 

     

 

 

 

 (3) 各都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道

府県の警察本部等と密接な連絡を保つものとする。 

    

 

 

 

 

  

 (4) 市町村が都道府県に報告できない場合にあっては、一時

的に報告先を消防庁に変更するものとする。この場合にお

いて、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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告するものとする。 

 (5) 上記(１)から(４)にかかわらず、災害等により消防機関

への通報が殺到した場合には、市町村はその状況を直ちに

消防庁及び都道府県に対し報告するものとする。 

 

第２ 即報基準 

１ 火災等即報 

 （1） 一般基準 

   火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災

及び事故（該当するおそれがある場合を含む。）等について

報告すること。 

  ア 死者が３人以上生じたもの 

  イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

  ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

 （2） 個別基準 

  次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に

該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める個別

基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含

む。）について報告すること。 

ア 火災 

（ア） 建物火災 

 a 特定防火対象物で死者の発生した火災 

 b 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地

下街において発生した火災で利用者等が避難し

たもの 

県に報告するものとする。 

 (5) (１)から(４)までにかかわらず、地震等により、消防機

関への通報が殺到した場合その状況を市町村は直ちに消

防庁及び都道府県に対し報告するものとする。 

 

第２ 即報基準 

１ 火災等即報 

 （1） 一般基準 

   火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災

及び事故（該当するおそれがある場合を含む。）について報

告すること。 

  1) 死者が３人以上生じたもの 

  2) 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

 

  （2） 個別基準 

  次の火災及び事故については(1)の一般基準に該当し

ないものにあっても、それぞれ各項に定める個別基準に

該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）に

ついて報告すること。 

ア 火災 

（ア） 建物火災 

 1) 特定防火対象物で死者の発生した火災 

 2) 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地

下街において発生した火災で利用者等が避難し

たもの 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-33-



みやま市国民保護計画 資料編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

   

 

頁 新 旧 修正理由 

112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

113 

 

 

 

 

 

 

 c 大使館・領事館及び国指定重要文化財 

 d 特定違反対象物の火災 

 e 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上

と推定される火災 

 f 他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況

等から勘案して概ね１０棟以上になる見込みの

火災 

 g 損害額１億円以上と推定される火災 

(イ) 林野火災 

 a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

 b 空中消火を要請又は実施したもの 

 c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

 

 

(ウ) 交通機関の火災 

（削除） 

 

 a 航空機火災 

 b タンカー火災 

 

 c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

 d トンネル内車両火災 

 e 列車火災 

（エ）その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、

 3) 大使館・領事館、国指定重要文化財又は特定違

反対象物の火災 

 （追加）  

 4) 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上

と推定される火災 

 （追加）  

 

 5) 損害額１億円以上と推定される火災 

(イ) 林野火災 

      1) 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるも

の 

 2) 空中消火を要請したもの 

      3) 住宅等へ延焼するおそれがある等社会的に影

響度が高いもの 

(ウ) 交通機関の火災 

 船舶、航空機、列車、自動車の火災で、次に掲げ

るもの 

 1) 航空機火災 

      2) タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火

災 

  （追加） 

 3) トンネル内車両火災 

 4) 列車火災 

（エ）その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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114 

 

 

 

特殊な態様の火災等 

 

（例示） 

 ・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴

う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

    （ア） 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事

故 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物

等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又は爆発

事故 

    （イ） 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急

措置を必要とするもの 

（ウ） 特定事業所内の火災（（ア）以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等

（以下「危険物等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う

施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの

（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除

く。） 

（ア） 死者（交通事故によるものを除く。）又は行

方不明者が発生したもの 

（イ） 負傷者が５名以上発生したもの 

（ウ） 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの

特殊な態様の火災等消防上特に参考となるもの 

 

（例示） 

 ・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴

う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

1) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物

等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又は爆発

事故 

    2) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置

を必要とするもの 

3) 特定事業所内の火災（（1）以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等

（以下「危険物等」という。）を貯蔵し、又は取り扱う

施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの

（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除

く。） 

1) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不

明者が発生したもの 

2) 負傷者が５名以上発生したもの 

3) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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又は爆発により周辺の建物等に被害を及ぼしたも

の 

（エ） ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆

発又は漏えい事故 

（オ） 海上、河川への危険物等流出事故 

（カ） 高速道路上等におけるタンクローリーの事故

に伴う、火災・危険物等の漏えい事故 

エ 原子力災害等 

（ア） 原子力施設において、爆発又は火災の発生し

たもの及び放射性物質又は放射線の漏えいが

あったもの 

（イ） 放射性物質を輸送する車両において、火災の

発生したもの及び核燃料物質等の運搬中に事

故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関

に通報があったもの 

（ウ） 原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律

第 156 号）第１０条の規定により、原子力事

業者から基準以上の放射線が検出される等の

事象の通報が市町村長にあったもの 

（エ） 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であ

って、放射性同位元素又は放射線の漏えいがあ

ったもの 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であ

って、社会的に影響度が高いと認められるもの 

は爆発により周辺の建物等に被害を及ぼしたもの 

 

4) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又

は漏えい事故 

5) 海上、河川への危険物等流出事故 

6) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に

伴う、火災・危険物等の漏えい事故 

エ 原子力災害等 

1) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したも

の及び放射性物質又は放射線の漏えいがあったも

の 

2) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生

したもの及び核燃料物質等の運搬中に事故が発生

した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があっ

たもの 

3) 原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 

156 号）第１０条の規定により、原子力事業者から

基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が

市町村長にあったもの 

4) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であっ

て、放射性同位元素又は放射線の漏えいがあったも

の 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えいの事故であって、社会

的に影響度が高いと認められるもの 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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(3) 社会的影響基準 

     (1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故で

あっても、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影

響度が高いと認められる場合には報告すること。 

 

２ 救急・救助事故即報 

救急・救助事故については、次の基準に該当する事故（該当

するおそれがある場合を含む。）について報告すること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

  (4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助

事故 

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事

故 

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事

故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であって

も、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が

高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明し

た時点での報告を含む。） 

（例示） 

    ・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

    ・ バスの転落による救急・救助事故 

(3) 社会的影響基準 

     (1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故で

あっても、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が

高いと認められる場合には報告すること。 

 

２ 救急・救助事故即報 

救急・救助事故即報については、次の基準に該当する事故（該

当するおそれがある場合を含む。）について報告すること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

  (4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上を要し

た救助事故 

(追加) 

 

(追加) 

 

(追加) 

(5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高

い救急・救助事故 

 

 

（例示） 

    ・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

    ・ バスの転落による救急・救助事故 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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    ・ ハイジャックによる救急・救助事故 

    ・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設

における設備等において発生した救急・救助事故 

    ・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用に

よる事故で、他の地域において同様の事案が発生する

可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき

救急・救助事故 

 

３ 武力攻撃災害即報 

武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該

当するおそれがある場合を含む。）について報告すること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律（平成 16 年法律第 112 号。以下「国民保護法」

という）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻

撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、

爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

(2) 国民保護法第 172 条第１項に規定する緊急対処事態に

おける災害、すなわち、武力攻撃に準ずる攻撃により直接

又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性

物質の放出その他の人的又は物的災害 

 

 

 

 

 

    ・ ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故 

    (追加) 

 

    (追加) 

 

   

 

 

３ 武力攻撃災害即報 

次の災害等（該当するおそれがある場合を含む。）について

も、上記２と同様式を用いて報告すること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律（平成 16 年法律第 112 号。）第２条第４項に規

定する災害、すなわち、武力攻撃により直接又は間接に生

ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出そ

の他の人的又は物的災害 

(2) 武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及

び国民の安全の確保に関する法律（平成 15 年法律第 79 

号）第２５条第１項に規定する緊急対処事態、すなわち、

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷す

る行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危

険が切迫していると認められるに至った事態 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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４ 災害即報 

災害即報については、次の基準に該当するもの（該当する

おそれがある場合を含む。）について報告すること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府

県における被害は軽微であっても、全国的に見た場合に

同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第 13 条の２に規定する大雨、津波、火山

噴火等に係る特別警報が発表されたもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

    次の災害については(1)の一般基準に該当しないものに

あっても、それぞれ各項に定める個別基準に該当するもの

（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をす

ること。 

ア 地震 

 （ア）当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上

を記録したもの 

 （イ）人的被害又は住家被害を生じたもの 

イ 津波 

 （削除） 

 

 

４ 災害即報 

災害即報については、次の基準に該当するもの（該当する

おそれがある場合を含む。）について報告すること。 

(1) 一般基準 

1) 災害救助法の適用基準に合致するもの 

2) 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

3) 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府

県における被害は軽微であっても、全国的に見た場合に

同一災害で大きな被害を生じているもの 

(追加) 

 

(追加) 

(2) 個別基準 

  (追加) 

 

 

 

ア 地震 

  地震が発生し、当該都道府県又は市町村の区域内で震

度４以上を記録したもの 

（追加） 

イ 津波 

津波により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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 （ア）津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

 （イ）人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

 （ア） 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害

又は住家被害を生じたもの 

 （イ） 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮

等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

 （ウ） 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は

住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

（ア） 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を

生じたもの 

（イ） 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を

生じたもの 

オ 火山災害 

（ア） 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

 （イ） 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生

じたもの 

 

(3) 社会的影響基準 

 (1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であって

も、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度

が高いと認められる場合には報告すること。 

 

 

 (追加) 

 (追加) 

ウ 風水害 

 1) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は

住家被害を生じたもの 

 2) 河川の溢水、破堤又は高潮等により、人的被害又は

住家被害を生じたもの 

(追加) 

 

エ 雪害 

1) 雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

 

2) 道路の凍結又は雪崩等により、孤立集落を生じたも

の 

オ 火山災害 

 1) 臨時火山情報が発表され、登山規制又は通行規制等

を行ったもの 

 2) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じた

もの 

(3) 社会的影響基準 

 (1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であって

も、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高い

と認められる場合には報告すること。 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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第３ 直接即報基準 

１ 火災等即報 

(1) 交通機関の火災 

第２の１の（2）のアの（ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

  第２の１の（2）のイの（ア）、（イ）に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故（(2)の石油コンビナート等特別

防災区域内の事故を除く。） 

    ア 第２の１の（2）のウの（ア）、（イ）に同じ。 

    イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発

事故で、当該工場等の施設内又は周辺で、５００平方

メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

    ウ 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物

等の漏えい事故で、次に該当するもの 

 （ア） 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等

の活動を要するもの 

 （イ） ５００キロリットル以上のタンクからの危険物

等の漏えい等 

 エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリー

の事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、道路の全面

通行禁止等の措置を要するもの 

 オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクロ

ーリーの火災 

(4) 原子力災害等 

第２の１の（2）のエに同じ。 

第３ 直接即報基準 

１ 火災等即報 

ア 交通機関の火災 

第２の１の（2）のアの（ウ）に同じ。 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

  第２の１の（2）のイの 1)、2)に同じ。 

ウ 危険物等に係る事故（(2)イの石油コンビナート等特

別防災区域内の事故を除く。） 

    1) 第２の１の（2）のウの（ア）、（イ） 1)、2)に同じ。 

    2) 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発

事故で、当該工場等の施設内又は周辺で、５００平方

メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

    3) 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物

等の漏えい事故で、次に該当するもの 

  ① 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の

活動を要するもの 

  ② ５００キロリットル以上のタンクからの危険物

等の漏えい等 

 4) 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリー

の事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、道路の全面

通行禁止等の措置を要するもの 

 5) 市街地又は高速道路上において発生したタンクロ

ーリーの火災 

エ 原子力災害等 

第２の１の（2）のエに同じ。 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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  (5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

  (6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り

上げられる等社会的影響度が高いもの（武力攻撃事態等又

は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

２ 救急・救助事故即報 

   死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事

故で次に掲げるもの 

  (1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助

事故 

  (2) バスの転落等による救急・救助事故 

  (3) ハイジャックによる救急・救助事故 

  (4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場

所における救急・救助事故 

  (5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高

いもの 

 

４ 災害即報 

 (1)地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録

したもの（被害の有無を問わない。） 

 (2)第２の４の(2)のイからオまでのうち、死者又は行方不明者

が生じたもの 

 

 

 

 

  （追加） 

  （追加） 

 

 

２ 救急・救助事故即報 

   死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事

故で次に掲げるもの 

  (1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助

事故 

  (2) バスの転落等による救急・救助事故 

  (3) ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故 

  (4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場

所における救急・救助事故 

  (5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高

いもの 

 

４ 災害即報 

 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録した

もの（被害の有無を問わない。） 

 （追加） 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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第４ 記入要領 

１ 第１号様式 

＜火災等即報＞ 

(1) 火災種別 

火災の種別の欄中、該当するものの記号を○で囲むこ

と。 

 

  (1)～(4) （省略） 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に

掲げる事項を併せ記入すること。 

ア 死者３人以上生じた火災 

（ア） 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をい

う。アにおいて同じ。）の概要 

 a 建物等の用途、構造及び周囲の状況 

b 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管

理者の有無及びその管理状況並びに予防査察の経

過 

（イ） 火災の状況 

a 発見及び通報の状況 

b 避難の状況 

   イ 建物火災で個別基準の e、f 又は g のいずれかに該当

する火災 

（ア） 発見及び通報の状況 

（イ） 延焼拡大の理由 

第４ 記入要領 

１ 第１号様式 

＜火災等即報＞ 

(1) 火災種別 

火災の種別は、「建物火災」「林野火災」「車両火災」「船

舶火災」「航空機火災」及び「その他の火災」とし、欄中、

該当するものの記号を○で囲むこと。 

  (1)～(4) （省略） 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に

掲げる事項を併せ記入すること。 

1) 死者３人以上生じた火災 

（ア） 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をい

う。アにおいて同じ。）の概要 

 ア） 建物等の用途、構造及び環境 

イ） 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火

管理者の有無及びその管理状況並びに予防査察

の経過 

（イ） 火災の状況 

ア） 発見及び通報の状況 

イ） 避難の状況 

2) 建物火災で個別基準の 5)又は 6)に該当する火災 

（ア） 発見及び通報の状況 

（イ） 延焼拡大の理由 

a 消防事情  

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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118 

 

 

 

 

 

 

 

a 消防事情  

b 都市構成  

c 気象条件  

d その他 

（ウ） 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

（エ） り災者の避難保護の状況 

（オ） 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地

方公共団体の応援活動を含む。） 

ウ 林野火災 

 （ア）火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避

難の状況等） 

※ 必要に応じて図面を添付する。 

（イ） 林野の植生 

（ウ） 自衛隊の派遣要請、出動状況 

 （エ） 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動

日時、機種（所属）、機数等） 

エ 交通機関の火災 

（ア） 車両、船舶、航空機等の概要 

（イ） 焼損状況、焼損程度 

 

 

 

 

 

 

b 都市構成  

c 気象条件  

d その他 

（ウ） 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

（エ） り災者の避難保護の状況 

（オ） 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地

方公共団体の応援活動を含む。） 

 

3) 林野火災 

 （ア）火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避

難の状況等） 

※ 必要に応じて図面を添付する。 

（イ） 林野の植生 

（ウ） 自衛隊の派遣要請、出動状況 

（エ） 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動

日時、機種（所属）、機数等） 

4) 交通機関の火災 

（ア） 車両、船舶、航空機等の概要 

（イ） 焼損状況、焼損程度 
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第１号様式 （火災）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

年 月 日 時 分

月 日 時 分 （ 月 日 時 分 ）

（ 月 日 時 分 ） 月 日 時 分

死者（性別・年齢） 人

負傷者　重傷重症 人

中等症 人

軽症 人

構造 建築面積 ㎡

階層 延べ面積 ㎡

棟 建物焼損床面積 ㎡

棟 建物焼損表面積 ㎡

棟 　林野焼損面積 ha

棟

世帯

消防本部（署） 台 人

消 防 団 台 人

台・機 人

その他参考事項

計 棟 焼 損 面 積
焼損

り 災 世 帯 数 気 象 状 況

消 防 活 動 状 況

その他（消防防災ヘリコプター等）

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

救 急 ・ 救 助

活 動 状 況

災 害 対 策 本 部
等 の 設 置 状 況

半　焼

建 物 の 概 要

焼 損 程 度

全　焼

理 由

棟数 部分焼

ぼ　や

出 火 原 因

死 傷 者
死者の生じた

（ 覚 知 日 時 ） 鎮 火 日 時

火 元 の 業 態 ・ 事 業 所 名

用 途 (代表者氏名)

出 火 箇 所

出 火 場 所

出 火 日 時

火 災 種 別 　１　建物　２　林野　３　車両　４　船舶　５　航空機　６　その他

( 鎮 圧 日 時 )

消防庁受信者氏名
都道府県市町村

（消防本部）

※　特定の事故を除く。 報告者氏名

報告日時

都道府県

報告者氏名

報告日時
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２ 第２号様式（特定の事故） 

(3) 特別防災区域 

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和 50 

年法律第 84 号。以下この項において「法」という。）第

２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、

当該地区名を記入すること。また、法第２条第４号に規定

する第一種事業所にあっては、「レイアウト第一種」、「第

一種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二種事業所

は「第二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲む

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２号様式（特定の事故） 

(3) 特別防災区域 

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和 50 

年法律第 84 号。以下この項で「法」という。）第２条第

２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、当該地

区名を記入すること。また、法第２条第４号に規定する第

一種事業所にあっては、「レイアウト第一種」、「第一種」

のいずれかを、同条第５号に規定する第二種事業所は「第

二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式 （特定の事故） 第　　　　報報

年 月 日 時 分

事故名

年 月 日 時 分

レイアウト第一種、第一種、

第二種、その他

死者（性別・年齢） 人 人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人

人

人
台

人
台

人
機

人

人

警戒区域の設定 月 日 時 分 人

使用停止命令 月 日 時 分 人

その他参考事項

１　石油コンビナート等特別防災区域内の事故
２　危険物等に係る事故
３　原子力施設等に係る事故
４　その他特定の事故

報告日時

都道府県  

報告日時
都道府県市町村

（消防本部）

報告者氏名

事 業 所 名 特 別 防 災 区 域

発 見 日 時

消防庁受信者氏名 報告者氏名

事 故 種 別 　１　火災　２　爆発　３　漏えい　４　その他(　　)

発 生 場 所

時 分日

発 生 日 時 月 日

月

時 分

時 分
鎮火日時 月 時 分

)
）

(処理完了) ( 月

気 象 状 況

日 時 分

施 設 の 概 要
危 険 物 施 設 の

区 分

（ 覚 知 日 時 ） （ 月 日

消 防 覚 知 方 法

日

事 故 の 概 要

物 質 の 区 分
1 危険物　2 指定可燃物　3 高圧ガス　4 可燃性ガス
5 毒劇物　6 RI等        7 その他(　　　　　)

物 質 名

施 設 の 区 分 １　危険物施設　２　高危混在施設　３　高圧ガス施設　４　その他(　　　　　)

中 等 症

軽 症

死 傷 者

負傷者等

重 症

出 場 機 関 出場人員 出場資機材

事
業
所

自 衛 防 災 組 織

消 防 防 災

救 急 ・ 救 助 消 防 団

共 同 防 災 組 織

活 動 状 況 そ の 他

活 動 状 況 消 防 防 災 ヘ リ コ プ タ ー

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

自 衛 隊

そ の 他

海 上 保 安 庁

及 び 消 防 本 部 ( 署 )

災 害 対 策 本 部
等 の 設 置 状 況
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＜救急・救助事故等即報＞ 

３ 第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等） 

(1) 事故災害種別 

   「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲む

こと。 

(2) 事故等の概要 

  「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過

等を記入すること。 

(3) 死傷者等 

ア 「死傷者等」には、急病人等を含む。 

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。 

(4)～(7) 省略  

(8) その他参考事項 

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれ

ば記入すること。 

（例） 

・ 都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

・ 避難指示の発令状況 

・ 避難所の設置状況 

・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

・ NBC検知結果（剤の種類、濃度等） 

・ 被害の要因（人為的なもの） 

   不審物（爆発物）の有無 

   立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等） 

 

＜救急・救助事故等即報＞ 

３ 第３号様式（救急・救助事故等） 

(1) 事故災害種別 

   「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲む

こと。 

(2) 事故等の概要 

 「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過

等を記入すること。 

(3) 死傷者等 

ア 「負傷者等」には、急病人等を含む。 

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。 

(4)～(7) 省略 

(8) その他参考事項 

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれ

ば記入すること。 

（例） 

・ 都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

・ 避難の勧告・指示の状況 

・ 避難所の設置状況 

・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

    （追加） 

    （追加） 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３号様式 （救急・救助事故・武力攻撃災害等）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

年 月 日 時 分

月 日 時 分

（ 月 日 時 分 ）

死者（性別・年齢） 負傷者等 人 ( 人 )

人 ( 人 )

計 人 人 ( 人 )

不明 人 人 ( 人 )

その他参考事項

（注）　負傷者欄の（　　）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分
　　　かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていな
　　　い旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

消防庁受信者氏名

事 故 災 害 種 別 １　救急事故　２　救助事故　３　武力攻撃災害　４　緊急対処事態における災害

事 故 等 の 概 要

中 等 症

軽 症

都道府県

都道府県市町村

（消防本部）

発 生 場 所

発 生 日 時
覚 知 方 法

（ 覚 知 日 時 ）

重 症

救 助 人 員

消防･救急･救助

活 動 状 況

災 害 対 策 本 部

報告者氏名

等 の 設 置 状 況

報告日時

報告者氏名

報告日時

死 傷 者

救助活動の要否

要救護者数(見込)
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＜災害即報＞ 

４ 第４号様式 

(1) 第４号様式（その１）（災害概況即報） 

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する

場合や災害の当初の段階で被害状況が十分把握できていな

い場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有無、火災、

津波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いる

こと。 

ア 災害の概況 

（ア） 発生場所、発生日時 

    当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日

時を記入すること。 

（イ） 災害種別概況 

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢

水、崖崩れ、地すべり、土石流等の概況 

b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、

液状化、崖崩れ等の概況 

c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概

況 

d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、

火山弾、火山灰等の概況 

e その他これらに類する災害の概況 

イ 被害の状況 

当該災害により生じた被害の状況について、判明して

いる人的被害及び住家の被害に重点を置いて記入するこ

＜災害即報＞ 

４ 第４号様式 

(1) 第４号様式（その１）（災害概況即報） 

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する

場合、災害の当初の段階で被害状況が十分把握できていない

場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有無、火災、津

波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いるこ

と。 

(1) 災害の概況 

（ア） 発生場所、発生日時 

    当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日

時を記入すること。 

（イ） 災害種別概況 

（ア） 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、

溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等の概況 

（イ） 地震については、地震に起因して生ずる火災、津

波、液状化、崖崩れ等の概況 

（ウ） 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等

の概況 

（エ） 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥

流、火山弾、火山灰等の概況 

（オ） その他これらに類する災害の概況 

(2) 被害の状況 

当該災害により生じた被害の状況について、判明して

いる事項を具体的に記入すること。その際特に人的被害

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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と。 

ウ 応急対策の状況 

（ア）当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策

本部、事故対策本部等（以下「災害対策本部等」と

いう。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日

時を記入すること。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、複数の市町村で災害対策本部等をを設置する

など、当該欄に記入できない場合には、任意の様式を

用いて報告をすること。 

  また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場

所以外に災害対策本部等が設置されるなど特記すべ

き事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

 （イ）消防機関等の活動状況については、地元消防本

部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第 39

条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、

及び住家の被害に重点を置くこと。 

(3) 応急対策の状況 

当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、

事故対策本部等（以下「災害対策本部等」という。）を

設置した場合にはその設置及び解散の日時を記入する

とともに、市町村（消防機関を含む。）及び都道府県が

講じた応急対策について記入すること。 

  

（例） 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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活動状況等をわかる範囲で記入すること。 

  （ウ）自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、そ

の日時及び内容を記入すること。 

  （エ）その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

については、避難所の設置状況、他の地方公共団体

への応援要請等について記入すること。 

   また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が

発表された場合などにおいては、警報の伝達、避難

指示等の発令状況等の警戒・避難対策について記入

すること。なお、避難指示等の発令状況については、

第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。 

    （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 
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火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（その１）

年 月 日 時 分

年 月 日 時 分

月 日 時 分

消防庁受信者氏名

（災害概況即報） 報告日時

都道府県

報告日時
都道府県市町村

（消防本部）

報告者氏名

棟 床下浸水

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報） 報告者氏名

災
害
の
概
況

発生場所 発生日時

住家
被害

全壊 棟

被
害
の
状
況

人的
被害

死　者 人

119番通報の件数

棟

うち

災害関連死者 人 半壊

床上浸水

棟

軽傷者 人
一部破損 棟 未分類 棟

重傷者 人

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
　　　分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれて
　　　いない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

不明 人

設 置 状 況

応
急
対
策
の
状
況

災 害 対 策 本 部 等 の（都道府県） （市町村）

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等につい

て、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）
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（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正

及び追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（その１）　別紙
都道府県名

（避難指示等の発令状況）

発令日時 発令日時 発令日時

対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時

※　対象世帯数等を確認中の場合は、空欄にせず「確認中」と記載すること。

（　　　　　　　　　　　）

市町村名
緊急安全確保 避難指示 高齢者等避難
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(2) 第４号様式（その２）（被害状況即報） 

    管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段

階に至った場合、本様式を用いること。 

ア 各被害欄 

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を

記入する。ただし、被害額については、省略することが

できる。 

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」につい

ては、それぞれ報告時点における断水戸数、通話不能回

線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 

また、市町村ごとの人的被害・住家被害については、

第４号様式（その２）別紙を用いて報告をすること。 

イ 災害対策本部等の設置状況 

  当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本

部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置した場合

には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

ウ 災害救助法適用市町村名 

  市町村毎に、適用日時を記入すること。 

エ 災害の概況 

災害の概況欄には次の事項を記入すること。 

（ア） 災害の発生場所 

  被害を生じた市町村名又は地域名 

（イ） 災害の発生日時 

  被害を生じた日時又は期間 

（ウ） 災害の種類、概況 

2) 第４号様式（その２）（被害状況即報） 

   （追加） 

 

(1) 各被害欄 

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を

記入する。ただし、被害額については、省略することが

できる。 

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」につい

ては、それぞれ報告時点における断水戸数、通話不能回

線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 

 

 

(2) 災害対策本部等の設置状況 

   当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本

部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置した場合

には、その設置及び解散の日時について記入すること。 

(3) 災害救助法適用市町村名 

     市町村毎に、適用日時を記入すること。 

(4) 備考欄 

備考欄には次の事項を記入すること。 

（ア） 災害の発生場所 

  被害を生じた市町村名又は地域名 

（イ） 災害の発生日時 

  被害を生じた日時又は期間 

（ウ） 災害の種類、概況 

火災・災害等即報

要領に基づく修正 
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        台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等

の種別、災害の経過、今後の見通し等 

オ 応急対策の状況 

  消防機関等の活動状況について記入するとともに、

自衛隊の災害派遣要請を行った場合にはその日時及

び内容を記入すること。 

  また、その他の欄については、避難所の設置状況、

災害ボランティアの活動状況等を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等

の種別、災害の経過、今後の見通し等 

エ 応急対策の状況 

市町村（消防機関を含む。）及び都道府県が講じた

応急対策について記入すること。 

（例） 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

  ・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状

況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

・災害ボランティアの活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正 
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火災・災害等即報

要領に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第
４
号
様
式
（
そ
の
２
）

被
　

　
　

　
　

害
被

　
　

　
　

　
害

災
害

名
h
a

千
円

h
a

千
円

h
a

千
円

h
a

千
円

箇 所
千

円

箇 所
団

体

箇 所
千

円

被
　

　
　

　
　

害
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

千
円

人
箇 所

人
箇 所

棟
隻

世 帯
戸

千
円

人
回 線

千
円

棟
戸

世 帯
戸

人
箇 所

棟 世 帯 人 棟 世 帯 人 棟
世 帯

世 帯
人

人
件

自
衛

隊
の

災
害

派
遣

そ
の

他

棟
件

棟
件

す
る

こ
と

。

公
共

施
設

被
害

市
町

村
数

　
（
被

害
状

況
即

報
）
　

　

都
道

府
県

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

公
立

文
教

施
設

農
林

水
産

業
施

設

公
共

土
木

施
設

そ
の

他
の

公
共

施
設

災 　 害 　 対 　 策 　 本 　 部

冠
　

　
　

　
水

・

報
告

者
名

病
院

道
路

そ 　 　 　 　 の 　 　 　 　 他

農
産

被
害

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

橋
り

ょ
う

林
産

被
害

災 害 救 助 法

住 　 　 　 　 家 　 　 　 　 被 　 　 　 　 害人 的 被 害

死
者

砂
防

商
工

被
害

負 傷 者

重
　

　
　

　
傷

清
掃

施
設

う
ち

災
害

関
連

死
者

市 町 村

等 　 の 　 設 　 置 　 状 　 況

都 道 府 県

そ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 他

田
流

失
・
埋

没

災
害

名

報
告

番
号

冠
　

　
　

　
水

（
　

　
　

月
　

　
　

日
　

　
　

時
現

在
）

学
校

小
計

第
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
報

畑
流

失
・
埋

没

適 用 市 町 村 名

計
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

団
体

行
方

不
明

者

港
湾

水
産

被
害

軽
　

　
　

　
傷

鉄
道

不
通

全
壊

被
害

船
舶

水
道

そ
の

他

電
話

河
川

畜
産

被
害

被
害

総
額

 １
１
９
番

通
報

件
数

件
 

半
壊

電
気

災 害 の 概 況

ガ
ス

ブ
ロ

ッ
ク

塀
等

一
部

破
損

（
地

元
消

防
本

部
、

消
防

団
、

消
防

防
災

ヘ
リ
コ

プ
タ

ー
、

消
防

組
織

法
第

3
9
条

に
基

づ
く

応
援

消
防

本
部

等
に

つ
い

て
、

そ
の

出
動

規
模

、
活

動
状

況
等

を
記

入
す

る
こ

と
。

）

床
上

浸
水

床
下

浸
水

り
災

世
帯

数

り
災

者
数

火 災 発 生

建
物

応 　 急 　 対 　 策 　 の 　 状 　 況

消 防 機 関 等 の 活 動 状 況

※
１
　

被
害

額
は

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

も
の

と
す

る
。

※
２
　

１
１
９
番

通
報

の
件

数
は

、
１
０
件

単
位

で
、

例
え

ば
約

１
０
件

、
３
０
件

、
５
０
件

（
５
０
件

を
超

え
る

場
合

は
多

数
）
と

記
入

非 住 家

公
共

建
物

危
険

物

そ
の

他
そ

の
他
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（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災・災害等即報

要領に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（その2）　別紙
都道府県名 （　　　　　　　　　　　）

（市町村ごとの人的被害・住家被害）

うち
災害関連

死者
重傷 軽傷

人 人 人 人 人 棟 棟 棟 棟 棟

※市町村名は、総務省が定める全国地方公共団体コード順に記載すること。

人　的　被　害 住　家　被　害

負 傷 者

市町村名 死者
床下
浸水

床上
浸水

一部
破損

半壊全壊
行 方
不明者
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４ 災害拠点病院一覧表 

（ 基幹 災害 医療 セン ター ・地 域災 害医 療セ ンタ ー）          
(令和７年４月１日現在) 

 

区分 

二

次
医
療

圏
名 

医療機関名 

D

M
A
T

指
定 

病  

床 
数 

所在地 
電話番

号 

ヘリポートの状

況 

敷地内外 
区

分 

病院から 

の距離 

基幹

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 
糸島 

国立病院機

構九州医療
センター 

○ 694 

福岡市中央

区 地 行 浜
1-8-1 

092-85
2-0700 

屋
上 

非公共用  

地域
災害

医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 

糸島 

済生会福岡
総合病院 

○ 369 

福岡市中央
区 天 神

1-3-46 

092-77

1-8151 

屋

上 

緊
急
時 

 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 
糸島 

福岡大学病

院 
○ 771 

福岡市城南

区 七 隈
7-45-1 

092-80
1-1011 

敷
地

内 

緊
急

時 

 

地域
災害

医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 

糸島 

九州大学病
院 

○ 1252 

福岡市東区
馬出 3-1-1 092-64

1-1151 

屋

上 
非公共用 

（削

除） 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 
糸島 

福岡赤十字

病院 
○ 511 

福岡市南区

大楠 3-1-1 092-52
1-1211 

屋
上 

公
共

用 

（削

除） 

地域
災害

医療
ｾﾝﾀｰ 

福岡・ 

糸島 

福岡和白病
院 

○ 369 

福岡市東区
和 白 丘

2-2-75 

092-60

8-0001 

屋

上 
非公共用  

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

粕 
屋 

国立病院機

構福岡東医
療センター 

○ 549 

古賀市千鳥

1-1-1 092-94
3-2331 

敷
地

内 

緊
急

時 

 

地域
災害

医療
ｾﾝﾀｰ 

粕 

屋 

福岡青洲会
病院 

○ 213 

糟屋郡粕屋
町長者原西

4丁目 11番
8 号 

092-93

9-0010 

敷
地
外 

緊
急
時 

4.0

km 

４ 災害拠点病院一覧表 

（ 基幹 災害 医療 セン ター ・地 域災 害医 療セ ンタ ー）          
(平成１９年１月２９日現在) 

 
区分 二次医療

圏名 

医療機関

名 

病床

数 

所在地 電話番

号 

ヘリポートの状況 

敷地 
内外 

区分 病院から 
の距離 

基 幹

災 害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

 国立病院

機構九州
医療ｾﾝﾀｰ 

700 福岡市中央

区 地 行 浜
1-8-1 

092-85

2-0700 

屋 

上 

緊 急

時 

 

地域
災害

医療ｾ
ﾝﾀｰ 

福岡･糸
島 

済生会福
岡総合病

院 

390 福岡市中央
区天神

1-3-46 

092-77
1-8151 

屋 
上 

非公
共用 

 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

福岡･糸
島 

福岡大学
病院 

915 福岡市城南
区七隈
7-45-1 

092-80
1-1011 

敷地
内 

緊急
時 

 

地域
災害

医療ｾ
ﾝﾀｰ 

福岡･糸
島 

粕屋 

九州大学
病院 

1,27
5 

福岡市東区
馬出3-1-1 

092-64
1-1151 

敷地
外 

公共
用 

6.5km 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

福岡･糸
島 
筑紫 

福岡赤十
字病院 

509 福岡市南区
大楠3-1-1 

092-52
1 
 

-1211 

敷地
外 

公共
用 

5.0km 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追
加） 

（追加） （追加） （追
加） 

（追加） （追加
） 

（追
加） 

（追
加） 

（追
加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

県計画を踏まえ時

点更新するもの 
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地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

北
九

州 

北九州市立

八幡病院 
○ 350 

北九州市八

幡東区尾倉
２丁目 6 番
2 号 

093-66
2-6565 

敷
地

外 

緊
急

時 

1.3
km 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

北

九
州 

北九州市立
医療センタ
ー 

○ 522 

北九州市小
倉北区馬借
2-1-1 

093-54
1-1831 

敷

地
外 

緊

急
時 

0.8
km 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

北
九

州 

健和会大手

町病院 
○ 449 

北九州市小

倉北区大手
町 13-1 

093-59
2-5511 

敷
地

外 

緊
急

時 

4.4
km 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

北

九
州 

北九州総合
病院 

○ 360 

北九州市小
倉北区東城
野町 1-1 

093-92
1-0560 

敷

地
外 

緊

急
時 

2.5
km 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

北
九

州 

産業医科大

学病院 
○ 664 

北九州市八

幡西区医生
ヶ丘 1-1 

093-60
3-1611 

敷
地

内 

緊
急

時 

0.4
km 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

北

九
州 

九州病院 

○ 575 

北九州市八
幡西区岸の
浦１－８－

１ 

093-64
1-5111 

屋
上 

非公共用  

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

久
留

米 

久留米大学

病院 
○ 1018 

久留米市旭

町 67 0942-3
5-3311 

屋
上 

非公共用  

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

久

留
米 

聖マリア病
院 

○ 1097 

久留米市津
福本町 422 0942-3

5-3322 
屋
上 

非公共用 
（削

除） 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

有 
明 

大牟田市立

病院 
○ 320 

大牟田市宝

坂 町
2-19-1 

0944-5
3-1061 

敷
地

外 

緊
急

時 

0.3
km 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

飯 
塚 

飯塚病院 

○ 1006 

飯塚市芳雄
町 3-83 0948-2

2-3800 

敷

地
外 

公

共
用 

0.2
km 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

田 
川 

田川市立病

院 
○ 313 

田川市大字

糒 1700-2 0947-4
4-2100 

敷
地

外 

緊
急

時 

2.3
km 

地域

災害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

北九州 北九州市

立八幡病
院 

439 北九州市八

幡東区西本
町4-18-1 

093-66

2-6565 

敷地

外 

緊急

時 

 .3km 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

北九州 北九州市
立医療ｾﾝ
ﾀｰ 

687 北九州市小
倉北区馬借
2-1-1 

093-54
1-1831 

敷地
外 

緊急
時 

 
1.5km 

地域

災害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

北九州 健和会大

手町病院 

642 北九州市小

倉北区大手
町15-1 

093-59

2-5511 

敷地

外 

緊急

時 

 

2.0km 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

北九州 
京築 

北九州総
合病院 

  
360 

北九州市小
倉南区湯川
5-10-10 

093-92
1-0560 

敷地
外 

公共
用 

 
4.5km 

地域

災害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

北九州 

宗像 

産業医科

大学病院 

618 北九州市八

幡西区医生
ヶ丘1-1 

093-60

3-1611 

敷地

内 

緊急

時 

（追

加） 

（追
加） 

（追加） （追加） （追
加） 

（追加） （追加
） 

（追
加） 

（追
加） 

 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

久留米 
甘木･朝

倉 

久留米大
学病院 

1,26
3 

久留米市旭
町67 

0942-3
5-3311 

敷地
内 

非公
共用 

 

地域

災害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

久留米 

八女･筑
後 

聖マリア

病院 

1,38

8 

久留米市津

福本町422 

0942-3

5-3322 

敷地

外 

非公

共用 

 

2.5km 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

有明 大牟田市
立総合病
院 

350 大牟田市宝
坂町2-19-1 

0944-5
3-1061 

敷地
外 

緊急
時 

 
0.3km 

地域

災害
医療ｾ
ﾝﾀｰ 

飯塚 

直方･鞍
手 

飯塚病院 1,11

6 

飯塚市芳雄

町3-83 

0948-2

2-3800 

敷地

外 

緊急

時 

2.0km 

地域
災害
医療ｾ

ﾝﾀｰ 

田川 田川市立
病院 

342 田川市大字
糒1700-2 

0947-4
4-2100 

敷地
外 

緊急
時 

 
2.5km 
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地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

京 
築 

新行橋病院 

○ 246 

行橋市道場

寺 1411 0930-2
4-8899 

屋
上 

非

公
共
用 

 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

福岡・糸島 

福岡記念病
院 

○ 239 

福岡市早良
区 西 新
1-1-35 

092-82
1-4731 

敷

地
外 

緊

急
時 

1.1
㎞ 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

北
九

州 

新小文字病

院 
○ 214 

北九州市門

司区大里新
町 2-5 

093-39
1-1001 

屋
上 

非公共用  

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

朝 
倉 

朝倉医師会
病院 

○ 224 

朝倉市来春 
422-1 0946-2

3-0077 

敷

地
内 

緊

急
時 

0.1
㎞ 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

筑 
紫 

福岡県済生

会二日市病
院 

○ 260 

筑紫野市湯

町３－13－
１ 

092-92
3-1551 

敷
地

外 

緊
急

時 

1.0
㎞ 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

京 
築 

小波瀬病院 

○ 266 

京都郡苅田
町大字新津
1598 

0930-2
4-5211 

敷

地
内 

非公共用  

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

北
九

州 

九州労災病

院 
○ 450 

北九州市小

倉南区曽根
北町 1-1 

093-47
1-1121 

屋
上 

非公共用  

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

北

九
州 

戸畑共立病
院 

○ 218 

北九州市戸
畑 区 沢 見
2-5-1 

093-87
1-5421 

屋
上 

公

共
用 

3.0
km 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

筑 
紫 

福岡徳洲会

病院 
○ 602 

春日市須玖

北 4-5 092-57
3-6622 

屋
上 

緊
急

時 

 

地域
災害
医療

ｾﾝﾀｰ 

宗 
像 

宗像水光会
総合病院 

○ 300 

福津市日蒔
野 5-7-1 0940-3

4-3111 

敷

地
外 

緊

急
時 

2.0
km 

地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

八女・筑後 

筑後市立病

院 
○ 199 

筑後市大字

和泉 917-1 0942-5
3-7511 

屋
上 

緊
急

時 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 
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地域

災害
医療
ｾﾝﾀｰ 

有 
明 

ヨコクラ病

院 
○ 199 

みやま市高

田 町 濃 施
480-2 

0944-2
2-5811 

屋
上 

緊
急

時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追

加） 

（追加） （追加） （追

加） 

（追加） （追加

） 

（追

加） 

（追

加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画を踏まえ修

正するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやま市国民保護計画 資料編 新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

   

 

頁 新 旧 修正理由 

132 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 感染症指定医療機関一覧 

（１）第一種感染症指定医療機関 

医療機関名 住所 電話 病床

数 

福岡東医療セン

ター 

古賀市千鳥１－１－１ 092-943-

2331 
２ 

 

（２）第二種感染症指定医療機関 

医 療 機 関 名 住    所 電 話 
病床

数 

福岡市民病院 
福岡市博多区吉塚本

町13-1 

092-632-

1111 
４ 

独立行政法人国立病

院機構九州医療セン

ター 

福岡市中央区地行浜

1-8-1 

092-852-

0700 
２ 

福岡赤十字病院 
福岡市南区大楠3-1-

1 

092-521-

1211 
２ 

福岡大学筑紫病院 
筑紫野市俗明院1-1-

1 

092-921-

1011 
２ 

福岡徳洲会病院 春日市須玖北4-5 
092-573-

6622 
２ 

国立病院機構福岡東

医療センター 
古賀市千鳥1-1-1 

092-943-

2331 
１０ 

５ 二種感染症指定医療機関一覧表 

(追加) 

 

 

 

 

 

(追加) 

医 療 機 関 名 住    所 電 話 

（追加） （追加） （追加） 

（追加） （追加） （追加） 

（追加） （追加） （追加） 

（追加） （追加） （追加） 

（追加） （追加） （追加） 

（追加） （追加） （追加） 
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（削除） （削除） （削除） （削

除） 

北九州市立医療セン

ター 

北九州市小倉北区馬

借２－１－１ 

093-541-

1831 
１６ 

田川市立病院 田川市大字糒１７０

０－２ 

0947-44-

2100 
８ 

聖マリア病院 久留米市津福本町４

２２ 

0942-35-

3322 
６ 

新古賀病院 久留米市天神町120 0942-38-

2222 
８ 

筑後市立病院 筑後市大字和泉９１

７－１ 

0942-53-

7511 
２ 

国立病院機構大牟田

病院 

大牟田市大字橘1044

-1 

0944-58-

1122 
２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市立こども病院

感染症センター 

福岡市中央区唐人町

２－５－１ 

092-713-

3111 

北九州市立医療セン

ター 

北九州市小倉北区馬

借２－１－１ 

093-541-

1831 

田川市立病院 田川市大字糒１７０

０－２ 

0947-44-

2100 

聖マリア病院 久留米市津福本町４

２２ 

0942-35-

3322 

（追加） （追加） （追加） 

筑後市立病院 筑後市大字和泉９１

７－１ 

0942-53-

7511 

（追加） （追加） （追加） 
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７ 主要路線表 

道路 
路線名 

路線 
起  点  終  点   

実延長 備

考 種別 番号 ｋｍ 

一般

国道 

２号   

北九州市門司

区（県界） 
～ 

門司区（３号

迄） 
2.3 

  

３号   

北九州市門司

区 
～ 八女市 145.2 

  

１０号   

北九州市小倉

北区（3号分岐） 
～ 

築上郡上毛

町（県界） 
65.4 

  

１９８号   

北九州市門司

区 
～ 

北九州市門

司区 
0.6 

  

１９９号   

北九州市門司

区 
～ 

北九州市八

幡西区 
46.4 

  

２００号   

北九州市八幡

西区 
～ 

筑紫野市 
91.1 

  

２０１号   福岡市東区 
～ 

京都郡苅田

町 
91.1 

  

２０２号   福岡市博多区 
～ 

糸島市 
83.0 

  

２０８号   

大牟田市（県

界） 
～ 

大川市（県

界） 
48.4 

  

２０９号   大牟田市 ～ 久留米市 27.0   

２１０号   久留米市 
～ 

うきは市（県

界） 
45.2 

  

２１１号   

朝倉郡東峰村

（県界） 
～ 

北九州市八

幡西区 
48.0 

  

２６３号   福岡市城南区 
～ 

福岡市早良

区（県界） 
21.4 

  

２６４号   

久留米市（県

界） 
～ 

久留米市 
2.7 

  

３２２号   

北九州市小倉

南区 
～ 

久留米市 
117.3 

  

３８５号   柳川市 
～ 

福岡市博多

区 
39.5 

  

３８６号   朝倉市 ～ 筑紫野市 37.6   

７ 主要路線表 

道路 
路線名 

路線 
起  点  終  点   

実延長 備

考 種別 番号 ｋｍ 

一般

国道 

２号   

北九州市門司

区（県界） 
～ 

門司区（３号

迄） 
2.3 

  

３号   

北九州市門司

区 
～ 

八女郡立花

町（県界） 
140.4 

  

１０号   

北九州市小倉

北区（3号分岐） 
～ 

築上郡吉富

町（県界） 
65.4 

  

１９８号   門司港 
～ 

北九州市門

司区 
0.6 

  

１９９号   

北九州市門司

区 
～ 

北九州市八

幡西区 
46.4 

  

２００号   

北九州市八幡

西区 
～ 

筑紫野市 
88.8 

  

２０１号   福岡市博多区 
～ 行橋市 80.3 

  

２０２号   福岡市博多区 
～ 

糸島郡二丈

町 
75.5 

  

２０８号   

大牟田市（県

界） 
～ 

大川市（県

界） 
28.6 

  

２０９号   大牟田市 ～ 久留米市 28.5   

２１０号   久留米市 
～ 

うきは市（県

界） 
41.8 

  

２１１号   

朝倉郡東峰村

（県界） 
～ 

北九州市八

幡西区 
49.1 

  

２６３号   福岡市城南区 
～ 

福岡市早良

区（県界） 
18.6 

  

２６４号   

久留米市（県

界） 
～ 

久留米市 
2.6 

  

３２２号   

北九州市小倉

北区 
～ 

久留米市 
115.4 

  

３８５号   柳川市 
～ 

福岡市博多

区 
35.1 

  

３８６号   朝倉市 ～ 筑紫野市 42.3   

３８９号   大牟田市 ～ 大牟田市（県 4.0   
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３８９号   大牟田市 
～ 

大牟田市（県

界） 
3.9 

  

４４２号   八女市 ～ 大川市 60.6   

４４３号   大川市 
～ 

みやま市（県

界） 
26.0 

  

４９５号   

北九州市若宮

区 
～ 

福岡市東区  
69.1 

  

４９６号   行橋市 
～ 

京都郡みや

こ町 
41.7 

  

４９７号   福岡市 ～ 糸島市 14.8   

５００号   

京都郡みやこ

町 
～ 

小郡市 
55.8 

  

主要 

地方

道 

豊前万田線 
1 

豊前市 
～ 

築上郡上毛

町（県界） 
1.3 

  

豊前耶馬溪

線 
2 

豊前市 
～ 

豊前市（県

界） 
9.2 

  

大牟田植木

線 
3 

大牟田市 
～ 

大牟田市（県

界） 
7.8 

  

玉名八女線 
4 

八女市 
～ 

八女市 
14.9 

  

大牟田南関

線 
5 

大牟田市 
～ 

大牟田市（県

界） 
5.4 

  

玉名立花線 
6 

八女市（県界） 
～ 

八女市 
0.6 

  

筑紫野イン

ター線 
7 

筑紫野市 
～ 

筑紫野市 
2.7 

  

馬田場頓田

線 
8 

朝倉市 
～ 

朝倉市 
3.2 

  

室木下有木

若宮線 
9 

鞍手郡鞍手町 
～ 

宮若市 
8.8 

  

南関大牟田

北線 
10 

大牟田市（県

界） 
～ 

大牟田市 
10.4 

  

有毛引野線 
11 

北九州市若松

区 
～ 

北九州市若

松区 
12.3 

  

前原富士線 
12 

糸島市 
～ 

糸島市（県

界） 
15.7 

  

界） 

４４２号   八女郡矢部村 ～ 大川市 64.5   

４４３号   大川市 
～ 

みやま市（県

界） 
20.2 

  

４９５号   遠賀郡芦屋町 
～ 

糟屋郡新宮

町 
66.2 

  

４９６号   行橋市 
～ 

京都郡みや

こ町 
35.6 

  

４９７号   福岡市 ～ 前原市 14.3   

５００号   

京都郡みやこ

町 
～ 

小郡市 
55.9 

  

主要 

地方

道 

豊前万田線 
1 

豊前市 
～ 

築上郡上毛

町（県界） 
1.3 

  

豊前耶馬溪

線 
2 

豊前市 
～ 

豊前市（県

界） 
9.1 

  

大牟田植木

線 
3 

大牟田市 
～ 

大牟田市（県

界） 
7.9 

  

玉名八女線 
4 

八女郡立花町

（県界） 
～ 

八女市 
15.1 

  

大牟田南関

線 
5 

大牟田市 
～ 

大牟田市（県

界） 
5.4 

  

玉名立花線 
6 

八女郡立花町

（県界） 
～ 

八女市 
0.7 

  

筑紫野イン

ター線 
7 

筑紫野市 
～ 

筑紫野市 
2.4 

  

馬田場頓田

線 
8 

朝倉市 
～ 

朝倉市 
3.2 

  

室木下有木

若宮線 
9 

鞍手郡鞍手町 
～ 

宮若市 
7.1 

  

南関大牟田

北線 
10 

大牟田市（県

界） 
～ 

大牟田市 
8.8 

  

有毛引野線 
11 

北九州市 
～ 

北九州市 
11.6 

  

前原富士線 
12 

前原市 
～ 

前原市（県

界） 
15.9 

  

黒木鹿北線 13 八女郡黒木町 ～ 黒木町（県 3.9   

県計画を踏まえ修

正するもの 
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135 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒木鹿北線 
13 

八女市 
～ 

八女市（県

界） 
3.8 

  

鳥栖朝倉線 14 小郡市 ～ 朝倉市 21.9   

佐賀八女線 
15 

久留米市（県

界） 
～ 

八女市 
13.6 

  

吉冨本耶馬

溪線 
16 

築上郡吉富町 
～ 

吉富町（県

界） 
12.4 

  

久留米基山

筑紫野線 
17 

久留米市 
～ 

筑紫野市 
8.3 

  

大牟田川副

線 
18 

大牟田市 
～ 

大川市（県

界） 
34.5 

  

 

 

道 路 
路線名 

路線 
起点終点 

実延長 
備考 

種 別 番号 ｋｍ 

主要 

地方道 

諸富西島線 19 大川市（県界） ～ 久留米市 5.0   

佐賀大川線 20 大川市（県界） ～ 大川市 1.4    

福岡直方線 21 福岡市博多区 ～ 直方市 45.4   

田川直方線 22 田川市 ～ 直方市 27.2    

久留米柳川

線 
23 

久留米市 
～ 

柳川市 19.0   

福岡東環状

線 
24 

福岡市東区 
～ 

福岡市博

多区 20.2    

門司行橋線 25 北九州市門司区 ～ 行橋市 46.3   

北九州芦屋

線 
26 

北九州市若松区 
～ 

遠賀郡芦

屋町 7.3   

直方芦屋線 
27 

直方市 
～ 

遠賀郡芦

屋町 19.5   

直方行橋線 28 直方市 ～ 行橋市 32.9   

直方宗像線 29 直方市 ～ 宗像市 13.8    

飯塚福間線 30 飯塚市 ～ 福津市 27.2    

福岡筑紫野

線 
31 

福岡市中央区 
～ 

筑紫野市 19.3   

犀川豊前線 32 京都郡みやこ町 ～ 豊前市 29.9   

界） 

鳥栖朝倉線 14 小郡市 ～ 朝倉市 21.5   

佐賀八女線 
15 

久留米市（県

界） 
～ 

八女市 
13.6 

  

吉冨本耶馬

溪線 
16 

築上郡吉富町 
～ 

吉富町（県

界） 
12.3 

  

久留米基山

筑紫野線 
17 

久留米市 
～ 

筑紫野市 
8.3 

  

大牟田川副

線 
18 

大牟田市 
～ 

大川市（県

界） 
32.2 

  

 

 

道 路 
路線名 

路線 
起点終点 

実延長 
備考 

種 別 番号 ｋｍ 

主要 

地方道 

諸富西島線 19 大川市（県界） ～ 久留米市 4.3   

佐賀大川線 20 大川市（県界） ～ 大川市 1.4    

福岡直方線 21 福岡市博多区 ～ 直方市 44.1   

田川直方線 22 田川市 ～ 直方市 27.2    

久留米柳川

線 
23 

久留米市 
～ 

柳川市 19.4   

福岡東環状

線 
24 

福岡市東区 
～ 

福岡市博

多区 20.2    

門司行橋線 25 北九州市門司区 ～ 行橋市 41.8   

北九州芦屋

線 
26 

北九州市若松区 
～ 

遠賀郡芦

屋町 7.8   

直方芦屋線 
27 

直方市 
～ 

遠賀郡芦

屋町 19.3   

直方行橋線 28 直方市 ～ 行橋市 33.0   

直方宗像線 29 直方市 ～ 宗像市 13.8    

飯塚福間線 30 飯塚市 ～ 福津市 27.2    

福岡筑紫野

線 
31 

福岡市中央区 
～ 

筑紫野市 19.0   

犀川豊前線 32 京都郡みやこ町 ～ 豊前市 32.9   

甘木田主丸 33 朝倉市 ～ 久留米市 8.7   

県計画を踏まえ修

正するもの 
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甘木田主丸

線 
33 

朝倉市 
～ 

久留米市 8.6   

行橋添田線 
34 

行橋市 
～ 

田川郡添

田町 29.1   

筑紫野古賀

線 
35 

筑紫野市 
～ 

古賀市 38.1   

小倉停車場

線 
36 

小倉停車場 
～ 

北九州市

小倉北区 0.2    

小倉港線 
37 

小倉港 
～ 

北九州市

小倉北区 0.6    

戸畑停車場

線 
38 

戸畑停車場 
～ 

北九州市

戸畑区 0.4    

苅田港線 
39 

苅田港 
～ 

京都郡苅

田町 0.3   

直方停車場 40 直方停車場 ～ 直方市 0.5    

伊田停車場

線 
41 

田川伊田停車場 
～ 

田川市 0.5   

飯塚停車場

線 
42 

飯塚停車場 
～ 

飯塚市 0.2    

博多停車場

線 
43 

博多停車場 
～ 

福岡市博

多区 1.1    

博多港線 44 博多港 ～   0.8    

福岡空港線 
45 

福岡空港 
～ 

福岡市博

多区 3.0    

久留米停車

場線 
46 

久留米停車場 
～ 

久留米市 1.9    

久留米城島

大川線 
47 

久留米市 
～ 

大川市 17.9   

中間引野線 
48 

中間市 
～ 

北九州市

八幡西区 4.7   

大野城二丈

線 
49 

大野城市 
～ 

糸島市 35.3   

八幡戸畑線 
50 

北九州市八幡東区 
～ 

北九州市

戸畑区 7.1    

曽根鞘ヶ谷

線 
51 

北九州市小倉南区 
～ 

北九州市

戸畑区 13.1    

線 

行橋添田線 
34 

行橋市 
～ 

田川郡添

田町 28.9   

筑紫野古賀

線 
35 

筑紫野市 
～ 

古賀市 35.6   

小倉停車場

線 
36 

小倉停車場 
～ 

北九州市

小倉北区 0.2    

小倉港線 37 小倉港 ～   0.6    

戸畑停車場

線 
38 

戸畑停車場 
～ 

北九州市

戸畑区 0.4    

苅田港線 
39 

苅田港 
～ 

京都郡苅

田町 0.4   

直方停車場 40 直方停車場 ～ 直方市 0.5    

伊田停車場

線 
41 

田川伊田停車場 
～ 

田川市 0.6   

飯塚停車場

線 
42 

飯塚停車場 
～ 

飯塚市 0.2    

博多停車場

線 
43 

博多停車場 
～ 

福岡市博

多区 1.1    

博多港線 44 博多港 ～   0.8    

福岡空港線 
45 

福岡空港 
～ 

福岡市博

多区 3.0    

久留米停車

場線 
46 

久留米停車場 
～ 

久留米市 1.9    

久留米城島

大川線 
47 

久留米市 
～ 

大川市 19.7   

中間引野線 
48 

中間市 
～ 

北九州市

八幡西区 4.8   

大野城二丈

線 
49 

大野城市 
～ 

糸島郡二

丈町 36.3   

八幡戸畑線 
50 

北九州市八幡東区 
～ 

戸畑 7.1    

曽根鞘ヶ谷

線 
51 

北九州市小倉南区 
～ 

北九州市

八幡東区 13.1    

八女香春線 
52 

八女市 
～ 

田川郡香

春町 80.2   
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八女香春線 
52 

八女市 
～ 

田川郡香

春町 80.0   

久留米筑紫

野線 
53 

久留米市 
～ 

筑紫野市 32.2   

福岡志摩前

原線 
54 

福岡市西区 
～ 

糸島市 39.7   

宮田遠賀線 
55 

宮若市 
～ 

遠賀郡遠

賀町 17.5   

福岡早良大

野城線 
56 

福岡市西区 
～ 

大野城市 26.4   

浮羽石川内

線 
57 

うきは市 
～ 

八女市 20.3    

椎田勝山線 
58 

築上郡築上町 
～ 

築上郡み

やこ町 22.1   

志賀島和白

線 
59 

福岡市東区 
～ 

福岡市東

区 13.2    

飯塚大野城

線 
60 

飯塚市 
～ 

大野城市 37.3   

小倉中間線 61 北九州市小倉南区 ～ 中間市 21.3    

北九州小竹

線 
62 

北九州市八幡東区 
～ 

鞍手郡小

竹町 28.9    

長行田町線 
63 

北九州市小倉南区 
～ 

北九州市

小倉北区 9.5   

苅田採銅所

線 
64 

京都郡苅田町 
～ 

田川郡香

春町 26.4   

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米筑紫

野線 
53 

久留米市 
～ 

筑紫野市 31.8   

福岡志摩前

原線 
54 

福岡市西区 
～ 

前原市 36.9   

宮田遠賀線 
55 

宮若市 
～ 

遠賀郡遠

賀町 24.4   

福岡早良大

野城線 
56 

福岡市西区 
～ 

大野城市 25.5   

浮羽石川内

線 
57 

うきは市 
～ 

八女郡矢

部村 20.3    

椎田勝山線 
58 

築上郡築上町 
～ 

築上郡み

やこ町 21.6   

志賀島和白

線 
59 

福岡市東区 
～ 

福岡市東

区 13.2    

飯塚大野城

線 
60 

飯塚市 
～ 

大野城市 36.3   

小倉中間線 61 北九州市小倉南区 ～ 中間市 21.3    

北九州小竹

線 
62 

北九州市八幡東区 
～ 

鞍手郡小

竹町 28.9    

長行田町線 
63 

北九州市小倉南区 
～ 

北九州市

小倉北区 9.4   

苅田採銅所

線 
64 

京都郡苅田町 
～ 

田川郡香

春町 25.4   

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 路線名 路線 起点終点 実延長 備考 
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道 路 
路線名 

路線 
起点終点 

実延長 
備考 

種 別 番号 ｋｍ 

主 要 

地方道 

筑紫野筑穂

線 
65 

筑紫野市 
～ 

飯塚市 21.0   

桂川下秋月

線 
66 

嘉穂郡桂川町 
～ 

朝倉市 22.0   

田川桑野線 67 田川市 ～ 嘉麻市 29.3   

福岡大宰府

線 
68 

福岡市東区 
～ 

太宰府市 15.4   

宗像玄海線 69 宗像市 ～ 宗像市 12.1   

田主丸黒木

線 
70 

久留米市 
～ 

八女市 29.3   

新門司港大

里線 
71 

北九州市門司区 
～ 

北九州市

門司区 9.5   

黒川白野江

東本町線 
72 

北九州市門司区 
～ 

北九州市

門司区 10.8   

直方水巻線 
73 

直方市 
～ 

遠賀郡水

巻町 18.8   

宮田小竹線 
74 

宮若市 
～ 

鞍手郡小

竹町 10.1   

若宮玄海線 75 宮若市 ～ 宗像市 18.7   

筑紫野大宰

府線 
76 

筑紫野市 
～ 

太宰府市 9.4   

筑紫野三輪

線 
77 

筑紫野市 
～ 

朝倉郡筑

前町 14.8   

添田小石原

線 
78 

田川郡添田町 
～ 

朝倉郡東

峰村 14.9   

朝倉小石原

線 
79 

朝倉市 
～ 

朝倉郡東

峰村 18.6   

甘木朝倉田

主丸線 
80 

久留米市 
～ 

朝倉市 15.0   

久留米浮羽

線 
81 

久留米市 
～ 

うきは市 24.9   

久留米立花

線 
82 

久留米市 
～ 

八女市 12.4   

大和城島線 83 柳川市 ～ 久留米市 15.4   

種 別 番号 ｋｍ 

主 要 

地方道 

筑紫野筑穂

線 
65 

筑紫野市 
～ 

飯塚市 21.0   

桂川下秋月

線 
66 

嘉穂郡桂川町 
～ 

朝倉市 22.5   

田川桑野線 67 田川市 ～ 嘉麻市 28.9   

福岡大宰府

線 
68 

福岡市東区 
～ 

太宰府市 14.6   

宗像玄海線 69 宗像市 ～ 宗像市 12.1   

田主丸黒木

線 
70 

久留米市 
～ 

八女郡黒

木町 29.6   

新門司港大

里線 
71 

新門司港 
～ 

北九州市

門司区 9.5   

黒川白野江

東本町線 
72 

北九州市門司区 
～ 

北九州市

門司区 10.8   

直方水巻線 
73 

直方市 
～ 

遠賀郡水

巻町 18.4   

宮田小竹線 
74 

宮若市 
～ 

鞍手郡小

竹町 10.0   

若宮玄海線 75 宮若市 ～ 宗像市 18.2   

筑紫野大宰

府線 
76 

筑紫野市 
～ 

太宰府市 10.0   

筑紫野三輪

線 
77 

筑紫野市 
～ 

朝倉郡筑

前町 13.6   

添田小石原

線 
78 

田川郡添田町 
～ 

朝倉郡東

峰村 14.8   

朝倉小石原

線 
79 

朝倉市 
～ 

朝倉郡東

峰村 17.7   

甘木朝倉田

主丸線 
80 

久留米市 
～ 

朝倉市 16.4   

久留米浮羽

線 
81 

久留米市 
～ 

うきは市 24.8   

久留米立花

線 
82 

久留米市 
～ 

八女郡立

花町 11.9   

大和城島線 83 柳川市 ～ 久留米市 15.4   

三潴上陽線 84 久留米市 ～ 八女市 19.2   
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三潴上陽線 84 久留米市 ～ 八女市 22.3   

福岡志摩線 
85 

福岡市西区 
～ 

糸島市 13.3   

久留米筑後

線 
86 

久留米市 
～ 

筑後市 14.3   

岡垣宮田線 87 遠賀郡岡垣町 ～ 宮若市 15.9   

久留米小郡

線 
88 

久留米市 
～ 

小郡市 18.8   

瀬高久留米

線 
89 

みやま市 
～ 

久留米市 15.4   

穂波嘉穂線 90 飯塚市 ～ 嘉麻市 13.0   

志免須恵線 
91 

粕屋郡志免町 
～ 

粕屋郡須

恵町 8.9   

宗像篠栗線 
92 

宗像市 
～ 

粕屋郡篠

栗町 37.6   

大牟田高田

線 
93 

大牟田市 
～ 

みやま市 16.1   

高田山川線 94 みやま市 ～ みやま市 6.5   

添田赤池線 
95 

田川郡添田町 
～ 

田川郡福

智町 15.8   

八女瀬高線 96 八女市 ～ みやま市 14.2   

福間宗像玄

海線 
97 

宗像市 
～ 

宗像市 13.9   

中間宮田線 98 中間市 ～ 宮若市 14.0   

大川大木線 
99 

大川市 
～ 

三潴郡大

木町 6.3   

大日寺潤野

飯塚線 
100 

飯塚市 
～ 

飯塚市 5.7   

浮羽草野久

留米線 
151 

うきは市 
～ 

久留米市 22.3   

 

 

 

 

福岡志摩線 
85 

福岡市 
～ 

糸島郡志

摩町 13.2   

久留米筑後

線 
86 

久留米市 
～ 

筑後市 14.3   

岡垣宮田線 87 遠賀郡岡垣町 ～ 宮若市 15.5   

久留米小郡

線 
88 

久留米市 
～ 

小郡市 19.9   

瀬高久留米

線 
89 

みやま市 
～ 

久留米市 15.4   

穂波嘉穂線 90 飯塚市 ～ 嘉麻市 13.6   

志免須恵線 
91 

粕屋郡志免町 
～ 

粕屋郡須

恵町 9.6   

宗像篠栗線 
92 

宗像市 
～ 

粕屋郡篠

栗町 35.2   

大牟田高田

線 
93 

大牟田市 
～ 

みやま市 15.8   

高田山川線 94 みやま市 ～ みやま市 6.2   

添田赤池線 
95 

田川郡添田町 
～ 

田川郡福

智町 13.1   

八女瀬高線 96 八女市 ～ みやま市 13.4   

福間宗像玄

海線 
97 

福津市 
～ 

宗像市 13.4   

中間宮田線 98 中間市 ～ 宮若市 14.1   

大川大木線 
99 

大川市 
～ 

三潴郡大

木町 6.8   

大日寺潤野

飯塚線 
100 

飯塚市 
～ 

飯塚市 7.0   

浮羽草野久

留米線 
151 

うきは市 
～ 

久留米市 22.0   
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道 路 
路 線 名 起  点  終  点   

実延

長 
備

考 
種 別 ｋｍ 

高 速 

自動車国

道 

関門自動車道 門司区（県界） ～ 門司区黒川 7.0    

東九州自動車道 

北九州市小倉南

区 
～ 

上毛町（県

界） 38.9    

九州縦貫自動車

道 
門司区黒川 ～ 

大牟田市（県

界） 

126.

3    

九州横断自動車

道 
小郡市（県界） ～ 朝倉市 

31.5    

都市高速

道路 

福岡高速 
    

    

１号線 

福岡市東区香住

ヶ丘 
～ 西区福重 

18.0    

２号線 

福岡市博多区千

代 
～ 

太宰府市水

城 13.2    

３号線 

福岡市博多区東

光 
～ 博多区豊 

0.6    

４号線 

福岡市東区箱崎

ふ頭 
～ 東区蒲田 

6.9    

５号線 

福岡市博多区西

月隈 
～ 西区福重 

18.1    

北九州高速 
   

    

１号線 

北九州市小倉南

区長野 
 小倉北区下

到津 9.2    

２号線 

北九州市小倉北

区許斐町 
 戸畑区大字

戸畑 4.3    

３号線 

北九州市小倉北

区菜園場 
 小倉北区東

港 

108.

0    

４号線 

北九州市門司区

春日町 
 八幡西区茶

屋の原 31.8    

５号線 

北九州市八幡東

区東田 
 八幡東区神

山町 2.4    
 

種 別 ｋｍ 考 

高 速 

自動車国

道 

関門自動車道 
門司区（県界） ～ 

門司区黒

川 7.0    

（追加） 
（追加）  （追加） （追加） 

  

九州縦貫自動車

道 
門司区黒川 ～ 

大牟田市

（県界） 126.3    

九州横断自動車

道 
小郡市（県界） ～ 朝倉市 

31.5    

（追加） 

（追加）     
    

（追加） （追加） 
～ 

（追加） （追加） 

  

（追加） （追加） 
～ 

（追加） （追加） 

  

（追加） （追加） 
～ 

（追加） （追加） 

  

（追加） （追加） 
～ 

（追加） （追加） 

  

（追加） （追加） 
～ 

（追加） （追加） 

  

（追加）       

（追加） （追加）  （追加） （追加） 

  

（追加） （追加）  （追加） （追加） 

  

（追加） （追加）  （追加） （追加） 

  

（追加） （追加）  （追加） （追加） 

  

（追加） （追加）  （追加） （追加） 
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